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はじめに
　
日本国憲法二〇条一項は「信教の自由は…これを保障する。 」と規定している。この保障は、個人の内面におい
て、特定の神を信じる、信じない、の自由のみならず、信仰に基づく実践行為の自由にも及んでいると考えられている
（当初より、この考え方自体には争いはないと思われる。法学協会『註解
 日本国憲法
 上巻』 （一九五三年、有斐閣）
四一一頁、宮澤俊義・芦部 喜補訂『全訂日本国憲法』 （一九七八年、日本評論社）二三八頁、佐藤功『ポケット註釈全書
 
憲法（上） ［新版］ 』 （一九八三年 有斐閣）三〇二―〇三頁）
。しかしながら、こうした実践行為は、他者や外部に影響
するため、無制限に許容することはできない。その範囲と限界は、いかなる理由からどこまでか 問題 なる。　
これについて最高裁判所は、加持祈祷事件
（最大判昭和三八年五月一五日刑集一七巻四号三〇二頁）
において、 「宗
教行為としてなされたものであったとしても、それが…他人の生命、身体等に危害を及ぼす違法な有形力 行使当る」場合には、 「憲法二〇条一項の信教の自由の保障の限界を逸脱したもの」とし これを処罰しても憲法に違
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信教の自由への規制と審査基準――
アメリカにおける判例法理と連邦議会法律の交錯
――
宮
　
原
　　　
均
反しないとした。人権総則規定である憲法一二条が「国民に保障する自由及び権利」について「…国民は、これを濫用してはならない」とし、同法一三条が「国民の権利については、公共の福祉に反しない限り…最大の尊重を必要とする。 」としていることに基づく判断と思われる。　
しかしながら、信仰の実践行為が、積極的に他者に影響する場合とは異なって、信仰に忠実であることによっ
て、一般人に課せられた世俗的義務を履行できず、本人が不利益を受けることがある。この場合、信仰 反し 一般的義務を履行するか、それとも信仰に忠実に、世俗の義務違反に基づく不利益を受け入れるか、ディレンマを生ずることになる。　
この例として、剣道実技拒否事件
（最二判平成八年三月八日民集五〇巻三号四六九頁）
がある。高等工業専門学校
において、必修科目の体育の種目である剣道の実技を、信仰を理由に拒否したところ退学処分 たという事件である。高専が、信仰 配慮した「代替措置」を講ずるこ なく 信仰 反する剣道実技の実践に固執し ことが問題となったが、最高裁判所は、こ 退学処分は「考慮すべき事項を考慮しておらず、又は考慮された事実に対する評価が明白 合理性を欠き、そ 結果、社会観念上著しく妥当 欠く」として退学処分を取り消した。　
この事件では、退学処分という不利益の重さ、真摯な信仰を理由とする剣道実技の拒否、高専における剣道実技
の位置づけ、代替措置の可能 等を総合考慮して判断がなさ も であるが、信仰を理由と 一般的義務の免除に関する問題はアメリカ も多く生じている
（後掲・注（
14）参照）
。
　
合衆国憲法修正一条は信教の自由を保障し、これには実践の自由も含まれるとすることは日本と同様であるが
（合衆国最高裁判所のオコナー裁判官は、特にこの点を強調している。
See E
m
ploym
ent D
ivision, D
epartm
ent of H
um
an 
R
esources of O
regon v. Sm
ith, 494 U
.S. 872 （
1990 ） ）
、信仰と一般的義務のディレンマが問題となる場合に、 「目的」と
信教の自由への規制と審査基準〔宮原　均〕
（2）411
「手段」の観点から司法審査がなされる点に特徴がある。すなわち、信教の自由を制約する「目的」が「やむにやまれぬ
（政府）
利益」を守ためであるのかどうか、その「目的」を達成するための「手段」が信教の自由にとって
もっとも制約が少ないものかどうか、いわゆる厳格審査が用いられるべきかどうか、が中心に議論されている。　
そして注目すべきは、この審査基準について、合衆国最高裁判所と連邦議会とでは、異なる考え方が示されてい
るということである。合衆国最高裁判所
（以下、 「最高裁」という。 ）
は、一般的義務を課すことにより信教の自由へ
の制約が及ぶ場合、立法・行政府への敬譲を示し 緩やかな審査を行う判例法を形成してきた。具体的には、 「目的」と「手段」の間に合理的な関連性がある を中心に審査が行われてきた。他方、連邦議会は、信教の自由を重視し、これが規制されている場合には裁判所に「厳格審査」を行うことを求める法律を定めている。　
そのため、裁判所としては、連邦議会の考え方を受け入れて、信教の自由を重視する審査を行うべきか、それと
もこれまでに培ってきた判例法に則っ 審査すべきな か問題になる。このことは、単にいかなる審査方法がとられるべきか、という形式的な問題だけでなく、信仰を理由とする一般的義務の免除をいかに考えるかという実体の問題に関わり、更には、憲法問題に関して議会法と判例法が齟齬を来した場合、裁判所は ずれ 従って判断 下すべきかという問題も提起している。　
本稿では、これらについて連邦議会と最高裁の判断とがどのように影響し合いながら発展し、また、どこに課題
が残されている を整理し 検討 行 いきた と思う。まず、問題点を明ら するために、在監者のヒゲを禁止する規則が問題になった、比較的最近の最高裁の判例
（ホルト事件（二〇一五年）
H
olt v. H
obbs, 135 S. C
t. 853
（
2015 ） ）
を紹介する。この事件では、厳格審査を求める連邦法律
（宗教上の土地利用及び施設内収容者法・
T
he 
R
eligious L
and U
se and Institutionalized P
ersons A
ct 、以下「ＲＬＵＩＰＡ」という。 ）
が適用され、ヒゲの規制は違法
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とされた。ところが、ＲＬＵＩＰＡは同じように厳格審査を定めた連邦法律
（信教の自由復活法・
T
he R
eligious 
F
reedom
 R
estoration A
ct 、以下「ＲＦＲＡ」という。 ）
が、最高裁によって違憲とされたことを受け、同様の法律が
改めて定めら ものであった。そこで、連邦議会の考え方を知るために、ＲＦＲＡが制定されたきっかけとなったスミス事件
（一九九〇年） （
E
m
ploym
ent D
ivision, D
epartm
ent of H
um
an R
esources of O
regon v. Sm
ith, 494 U
.S. 872
（
1990 ） ）
を紹介し、次に、ＲＦＲＡが合衆国憲法修正一四条五項の「執行」条項に違反し、州に適用される限りに
おいて違憲とされた事件
（バーニィ事件（一九九七年） （
C
ity of B
oerne v. F
lores, 531 U
.S. 507 （
1997 ） ）
を紹介する。
　
更に、連邦議会はバーニィ事件
（一九九七年）
を研究し、厳格審査を残しつつ、新たにＲＬＵＩＰＡを制定し
た。この法律について、今のところ違憲判決は出ていないようであり、これに基づき下級審の判断が積み重ねられ、冒頭で紹介するホルト事件
（二〇一五年）
もこの延長線上に位置づけられる。しかしながら、ＲＬＵＩＰＡ
は、監獄内における信仰の実践行為 規制に厳格な審査を求めているが この場合 最高裁の判例法理は 監獄所長の判断に敬譲を示し、緩やかな審査基準により判断を示してき 領域 おける最高裁 例法理を明らかにし、その上 厳格審査を求める連邦法律との交錯 問題を考える とにしよう。
第
一章
　
在監者のヒゲ規制と「宗教上の土地利用及び施設収容者法」
　　
ホルト事件（二〇一五年）
　（
H
olt v. H
obbs, 135 S
. C
t. 853 （
2015 ） ）
　
事実の概要
　
原告は、アーカンサス州の囚人であるが、宗教上の理由から長さ
1／
2インチの顎ヒゲ
beard
をはやすことを
希望していた。しかし、このことは、ヒゲを剃ることを定める刑務所の「身だしなみ規則」
（ 「規則」 ）
に違反して
信教の自由への規制と審査基準〔宮原　均〕
（4）409
いた。 「規則」によれば、口の周り又は唇の上を超えていない、きちんと手入れをしていない限りは口ヒゲをはやすことは禁止されていた。もっとも、 「規則」には、例外が認められ、皮膚に医療上の問題があると診断したならば、医療スタッフは、長さ
1／
4インチ以下のヒゲをはやすことを認めることができるとされていた。しかしなが
ら、宗教を理由とする例外は認められておらず、 「規則」を遵守しなければ懲戒の対象となるとされていた。　
原告は、その信仰により、顎ヒゲに一切手を入れることは許されていないが、せめて
1／
2インチだけでも伸ば
すことを認めるよう求め が拒否され、逆に、規則違反には懲戒がなされうると所長から言い渡された。そこで、原告は、 「規則」が連邦法律である「宗教上の土地利用及び施設内収容者法
（
T
he R
eligious L
and U
se and 
Institutionalized P
ersons A
ct of 2000 、以下「ＲＬＵＩＡＰ」という。 ）
に違反しているとして訴えを提起した。ＲＬＵ
ＩＰＡは、 「政府は、一定の施設に居住し、又は、収容さ いる者 よる宗教 の行為に対して 相当程度の負担を及ぼすことはできない、たとえ、その負担が一般的に適用されう 規則から生じている場合にも同様である。ただし、これらの者への負担が 次の場合に該当していることを政府が証明した場合には別である。①やむにやまれぬ政府利益を促進すること。②
 ①のために、もっとも制限の少ない手段が用いられていること。 」と規定されて
い
（
1 ）
る。
　
原審・第八巡回区控訴裁は、 「規則」が、やむにやまれぬ保安上の利益を促進していることについては証明が
されているとし、更に、刑務所の安全性に関する反応 誇大であるとの相当程度の証拠 存在 ない限り、裁判所は、保安上の問題について刑務所職員 専門的判断に敬譲を払 のが通常であ とし　
最高裁は、控訴裁の判断を破棄し差し戻した。
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判
　
旨
　「やむにやまれぬ」利益と「最も制限の少ない」手段　被告
（アーカンサス州矯正局長）
は、原告のヒゲへの規制は、①刑務所内への不法な物品の持込み防止、及び、②
在監者の本人の特定という、やむにやまれぬ利益を促進するため、信教の自由への最も制約の少ない手段であると主張したが、支持するこ はできない。まず、①について、施設内に不法に物品が持ち込まれることを防止することが、やむにやまれぬ利益であることは容易に賛成できる。　
しかしながら、在監者に
1／
2インチの顎ヒゲを認めることによって、これを防止できなくなるとの議論をまと
もに受け取ることはできない。なぜならば「不法に持ち込もうとする物品は、
1／
2インチの顎ヒゲに隠れるほど
に小さなものでなければなら この短い顎ヒゲに物品を隠そ ならば 在監者は、その物品がこぼ おちてしまわ いよう 手段を見つけなければ ない。矯正局は、在監者の頭髪を剃り、又は、短いクルーカットにするように求めていない。それ もかかわらず、なぜ、在監者は長い頭髪ではなく
1／
2インチの顎ヒゲに不
法な物品を隠そうとすると判断するのか、理解することは困難であ
（
2 ）
る」 。
　
②について、矯正局は、更に、やむにやまれぬ利益として、在監者が容貌を変化させることを防止することを挙
げる。ヒゲを禁止することによって、その在監者 誰であ かを職員が 瞬時 、正確に判断することを可能にする。ヒゲをはやした在監者が、これを剃ることによって その顔 たちを変え、制限区域に立ち入り、脱獄しは、脱獄後の逮捕を免れようとする、と主張す 確か 在監者 瞬時・正確な特定 やむ やまれぬ利益であり、ヒゲを剃 ことによって容貌を変化させれば、職員による本人 特定に、少なくとも何らかの影響を与えることは確かである。ヒゲを生やした写真は ヒゲが られてしまうことによって 本人特定を行おうとする職員
信教の自由への規制と審査基準〔宮原　均〕
（6）407
混乱させる。　
しかしながら、 「この問題は、入所時において、すべての在監者をヒゲのない顔で写真撮影し、また、必要があ
ればその後も定期的にこれを実施するようにすれば、ほとんど解決する。いったん、このヒゲのない顔での撮影を行えば、短い口ひげを生やすことは認められ、
1／
2インチ以内に伸びた状態で再度写真を撮ることが可能であ
る。こうすることによって職員は、本人特定に際して、ヒゲのある顔とない顔の二枚の写真をもつことに
な
（
3 ）
る」 。
実際のと ろ、他の多くの州では、入所時、及び、入所中に容貌が変化した場合には、常に写真を撮っている。　「規則」の過小包摂性　医療上の理由があれば
1／
4インチのヒゲは認められるが、宗教を理由とする
1／
2インチのヒゲは認められな
い。しかしながら両者はともに、所内 安全という点で 同様の危険がある。また、ヒゲよりも頭髪の方が不法な物品の隠匿には適していると思われる。さらに言えば、服や 靴、 方がこれらを隠しやすいにもかかわらず、スキンヘッド、裸足、全裸などにする措置は られていな
（
4 ）
い。
　
他の多くの州では、ヒゲを生やすことを認めているが、所内の安全は保たれている。このことは、原告が求めて
いる例外を否定するよりも もっと制限的ではない方法によって所内の安全を確保する とが可能であることを示唆してい
（
5 ）
る。
　
判旨の確認
　
以上、ホルト事件
（二〇一五年）
を紹介したが、その整理と問題点の指摘を行っておこう。
　
この事件は、在監者が「規則」によって禁止されている顎ヒゲを所内にお て伸ばすことが認められるか、問題
東洋法学　第61巻第 2号（2017年12月）
406（7）
となった。その主張の根拠は、容貌・容姿等に関する自由ではなく、信教の自由を根拠としている点に特徴がある。かつて、最高裁において、表現の自由及びデュープロセスを根拠とする警察官の髪型の自由が問題となった事件があるが、頭髪の自由 つ は、言論と比べて、より一般的な実体的権利の保障にとどまると指摘され、請求は退けられてい
（
6 ）
た。
　
しかし、信仰に基づくヒゲの場合には、信仰の実践行為として修正一条によって具体的に保障されており、裁判
所による救済を求め のに十分具体的である。しかも、本件では 修正 条の内容を更に具体化しているＲＬＵＩＡＰを根拠として、 「規則」の効力について議論している。もっとも ＲＬＵＩＡＰ自 が 修正一条 違反すことなく、その内容を具体化しているかについては、後に述べ ように大きな問題があるが、少なくとも本件では、 の連邦法律が有効であることを前提に、 「規則」についての検討がなされてい 。　
ところで、ＲＬＵＩＡＰは、刑務所 収容されている囚人の宗教行為を規制するために、次の要件を掲げてい
る。①囚人による宗教の実践行為に ②相当程度 負担を及ぼすため は、③それ 一般的に適用されるものであったとしても ④やむにやまれぬ政府利益を助長す め、⑤最も制限の小さい手段がとられていなければならない、というものである。これらを所与の前提とし 、事実関係に照らして「規則」が検討されている。　
すなわち、顎ヒゲをはやすことは①に当り、これを規制することは②にあたり 不法な物品の所内持込み・容貌
の変化による逃亡等の防止 ④にあた
（
7 ）
り、④を達成するための手段として、顎ヒゲの禁止は、信仰への最小限の規
制とはいえず、⑤をみ さないとされた。すなわち、
1／
2インチのヒゲに不法な物品を隠して所内に持ち込むこ
とは、ほとんどあり得ないこ 、また ヒゲの有・無 二枚の写真 撮影 こと より、脱獄防止等 目的は達成できるとした。
信教の自由への規制と審査基準〔宮原　均〕
（8）405
　
判旨の問題点
　
最小限度 規制手段に関する判旨について、若干の問題点を指摘すると、まず、不法な物品を、
1／
2インチの
ヒゲに隠して持ち込むことはほとんど考えられないにもかかわらず、このヒゲを規制することは、最小限の負担という厳格審査を用いるまでもなく、目的・手段の合理的関連性という緩やかな基準によっても無効とされるように思われる。　
次に、ヒゲの有・無の二枚 写真については、議論があるかもしれない。職員は、普段から ヒゲのある顔を
ずっと見続けてきたならば、いきなりヒゲを剃った顔と当初のヒゲのない顔の写真とを照合しても、はたして瞬時・正確に本人と特定できるのか、不安があるかもしれな
（
8 ）
い。所内における本人特定の必要性・重要性の高さから
すれば、少しでも確実な方法として ヒゲを認めないとの主張には、そ りの理由はあると思われる。しかし、この主張は 信教の自由擁護の観点から定められたＲＬＵＩＡＰの趣旨か は外れることになろう。　
また、最高裁は、最小限度の負担という観点から、過小包摂という考えを示している。一定の目的 達成 た
めには、当然規制すべき事柄が抜 落ち、一定 宗教行為のみが規制対象となっている。そこで、不利益 及ぼすにあたり、宗教への平等な取扱い なさ てい ければ そ は最小限度 負担と いえないとしている。本件では、宗教上のヒゲに対して医療上のヒゲ、ヒゲに対して頭髪・衣服・靴等、が 比され、それぞれについて、同じ目的を達成するため 前者が規制されるならば、当然 後者も規制さ なければならない し、 「規則」はＲＬＵＩＡＰに違反しているとしてい
（
9 ）
る。
　
この過小包摂の分析が、厳格審査を最も象徴的・典型的に表しているかもしれない。目的を達成するため「規
則」が定めるものと同等、又は より負担の少 い規制を指摘し、これ を 対象として ないこ を理由とし
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て、 「規則」を無効にするという考え方である。確かに、自由の価値を考え、その制約には念には念を入れるという姿勢は重要である。しかしながら、この審査方法は、自由への制約がありさ すれば、その法令を無効とする無限の可能性に道を開き、結果と て、所内における自由への規制を必要とするとの所長の専門的な判断 軽視する危険もはらんでいるようにも思われ
（
10 ）
る。
　
以上、本件ではＲＬＵＩＡＰが有効であることを前提として、これと規則
（処分）
の関係が問われている。しか
しながら、ＲＬＵＩＡＰの合憲・有効性については問題点が残されてい ように思われる。ＲＬＵＩＡＰは、連邦議会が、信教の自由制約には裁判所に る厳格審査が必要であるとし、手続保障 観点から、信教の自由の保護を厚くする方向で定められた である。しかしながら、この厳格審査を用い 信教の自由を保護する方向は、最高裁の判例法理に合致しているのか議論がある。　
実は、ＲＬＵＩＡＰは、信教の自由を制約する法令等を審査する場合、裁判所に厳格審査を求める連邦法律
「信教
の自由回復法」
（
T
he R
eligious F
reedom
 R
estoration A
ct of 1993 、以下、 「ＲＦＲＡ」という。 ）
が、スミス事件
（一九九〇年） （
E
m
ploym
ent D
ivision, D
epartm
ent of H
um
an R
esources of O
regon v. Sm
ith, 494 U
.S. 872 （
1990 ） ）
にお
いて無効とされた後に、連邦議会が、在監者の宗教活動等に限定して定めたものである。そ で ＲＬＵＩＡＰも同様に無効とされるべきではないか、それにもかかわらずその有効であること 前提 判断を下したホルト事件（二〇一五年）
には問題があるのではないか、という疑問が生じ
（
11 ）
る。
　
そこで、この問題を考えるために、どのような背景でＲＦＲＡが制定されたのか、また、ＲＦＲＡはいかなる理
由から無効とされたのか、この点の理解が必要になってくる。そして、これらを考え に たって重要になるの
信教の自由への規制と審査基準〔宮原　均〕
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は、ＲＦＲＡ制定のきっかけとなったスミス事件
（一九九〇年）
を確認する必要があ
（
12 ）
る。
　
この事件は、在監者の権利とは関わりがないが、原告は、宗教儀式としてペヨーテ
（その摂取が州により違法とさ
れている幻覚剤）
を用いたことにより解雇され、失業補償を求めたが、 「仕事に関連する違法行為」を理由とする解
雇であったため 失業補償の消極的要件に該当して受給できなかったため、原告の信教の自由への侵害を理由として訴えが提起された。　
最高裁は、その内容自体は正当である、一般的に適用される法律が、間接・付随的に宗教活動に制限を加えてい
ても、修正一条には違反しないと判断
し
（
13 ）
た。しかし、この判断には、最高裁内部において対立があり、反対意見
は、この問題に関する先例は、厳格審査を行うことにより判断してきており、多数意見はこの判例法理に違反しているとし い
（
14 ）
る。この反対意見に押される形で、連邦議会がＲＦＲＡを制定することになるのであるが、まず、ス
ミス事件
（一九九〇年）
について紹介しよう。
第二章
　
一般的に適用される法律がもたらす宗教への付随的効果
　　
スミス事件（一九九〇年） （
E
m
ploym
ent D
ivision, D
epartm
ent of H
um
an R
esources of O
regon v. S
m
ith, 494 
U
.S
. 872 （
1990 ） ）
　
事実の概要
　
原告は、ネイティブ・アメリカン教会のメンバーであるが、その宗教儀式としてペヨーテ
（ウバタマサボテンか
ら得られる幻覚剤）
を摂取したとして、勤務先の薬物リハビリ団体から解雇された。そこで、原告は、被告
（労働
局）
に失業補償を申請したが拒否された。その理由は「仕事に関連する違法行為」
（
w
ork-related m
isconduct ）
によ
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り解雇された場合には、受給資格は認められていないというものであっ
（
15 ）
た。
　
そこで、原告はこの判断を争ったが、原審・オレゴン州最高裁
（州最高裁）
は、原告のペヨーテ摂取が犯罪にあ
たるとの問題と補償金の受給資格の問題と 、両者を区別して考えられるべきとする。すなわち、 「仕事に関連する違法行為」を理由とする補償金の給付拒否は、州の刑事法を執行することを目的としているわけではなく、失業補償制度の財政面での維持を目的としているとした上で、原告には受給資格が認められるとした。最高裁 、州最高裁の判断を破棄した。　
判
　
旨
　
宗教的確信と中立・一般的適用の法律
　
州に権限が委ねられている、有効な法律によって一定 行為が規制されている場合、信仰を理由とするならば、
その規制の遵守を免除される、との判断を当裁判所が示したこと ない。政治社会におい 考慮されている問題と矛盾する宗教的な確信を抱いていても、政治的な責任を免除されることはない。正当 中立的な法律が、自 の宗教によって命ぜられ／禁止されてい 行為 、禁止し／命じてい 、信教 自由によって、政治的 責任を果たす義務は免除されな
（
16 ）
い。
　
中立的で、一般的に適用される法律を、宗教上の動機からなされた行為に適用してはならないとす 、修正一条
に基づく例外が認められたのは、信教の自由が、言論や出版等の他の憲法上の自由 結びつ て主張され いた場合である。本件ではこうした結びつきはみられな
（
17 ）
い。
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宗教行為への刑事法の適用とシャーバート事件（一九六三年）のバランシング・テスト（厳格審査）
　
信仰に基づく行為は、一般的に適用される刑事法から自動的に免除されないとしても、この点については、
シャーバート事件
（一九六三年） （
Sherbert v. V
erner, 374 U
.S. 398 （
1963 ） ）
のバランシング・テストを用いて判断さ
れるべきとの主張がなされている。このテストは、宗教行為に「相当程度の負担」を及ぼす政府行為が正当化されるためには、 「やむにやまれぬ」政府利益が存在しなければならないとするも である。そして、これまで、失業補償に関す 三つの事件の中で、このテストが用いられ、違憲判断が下されたことが指摘されている。　
しかしながら「失業補償拒否の問題以外で、シャーバート・テストに基づいて政府行為が無効とされたことは決
してない。時として、この領域以外でシャーバート・テストが用いら たが、常に、このテストは満たされ いると判断されて
き
（
18 ）
た」 。更には、最近では、失業補償の領域以外であるが、シャーバート・テストの適用を控えてき
た。すなわち、やむにやま ぬ利益が生じているかどうかを判断すること く、法律の原告への適用を有効と判断してい
（
19 ）
る。
　
シャーバート・テストを失業補償の領域を超えて適用しようとしても、一般的に適用される刑事法からの適用除
外を求めるために、このテストを用いること な
（
20 ）
い。
　
もしも、 「やむにやまれぬ」利益が、その文言どおりの意味をもつとすれば、多くの法律は、このテストをパス
することはできないであろう。このこと 認め 社会 無秩序状態を自ら招き、多様な信仰を認めようとする社会を、逆に、危険にさらすことに ろう。 「最も高次の秩序違反を対象とするあらゆ 規制は、宗教上の理由かこれに反対する者に適用すれば無効 るとの推定がは らくといった、贅沢 考え方を認めることはできな
（
21 ）
い」 。
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以上、多数意見は、信教の自由によっても、中立・一般的適用の刑事法の責任を免れることはできないとし、審
査基準として厳格なバランシング・テスト
（相当程度の負担・やむにやまれぬ利益侵害、このテストが用いられる前提
として、法律の有効性の推定ははたらいていない）
は失業補償が問題となった事件に限定され、その他の事件にこれ
を用いることの危険性を指摘している。　
一方、これに反対するのが四名の裁判官である。この四名の見解も分かれているが、まず、中立・一般的に適用
される刑事法によって、間接的であっても信教の自由を制限することは許されないとする点で四名は一致している。見解が異なるのは、厳格審査を行ったうえで、ＲＦＲＡの合憲・有効性を支持するのがオコナー裁判官一名、厳格審査により、これを違憲・無効とするのがブ ックマン・ブレナン・マーシャルの三名の裁判官 ある。まず、四名が一致す 部分につい 紹介しよう。　
オコナー裁判官による、ジャッジメントに同意する意見・その
1（ブレナン・マーシャル・ブラックマン各裁判
官加わる）　
修正一条は、信仰
（
religious belief ）
と宗教行為
（
religious conduct ）
とを区別していないので、真に信仰によって
動機づけられた行為は、信仰と同様 信教の自由 保障されなければならないことが、少なくとも推定れ
（
22 ）
る。 「修正一条は、一般的に適用される法と特定の宗教行為をターゲットにする法とを区別していない…修正一
条が活力を有するためには、州が 宗教行為を直接にターゲット する、極端で仮 的 状況のみをカバーすると解釈されてはならな
（
23 ）
い」 。
　「信教の自由は、独立した自由であり、優越した地位を占め、明確で、やむにやまれぬ最高次の政府利益によっ
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て必要とされない限りは、最高裁は、直接又は間接であるかにかかわらず、この自由への制限を認めようとはしない。狭く定めら た手段によって追求される、格別に重要な政府利益のみが、他の市民が享受する権利、利益、特権と同等な共有のための代償として、修正一条の自由をささげることを正当化することができる であ
（
24 ）
る」 。
　
多数意見が、シャーバート・テストが用いられていないと指摘する判例は、軍隊や監獄の規則の問題であり、伝
統的にやむにやまれぬ利益に基づく判断がなされてこなかった、特殊 限定的な分野の事件であ
（
25 ）
る。
　
このように、オコナー裁判官は、内面的な信仰と外部的な行為が共に修正一条の保護の対象であり、そ 規制に
は「やむにやまれぬ政府利益」の擁護を必要とする厳格審査に耐えるものでなければならず、この審査を不要としていたのは、信教の自由が監獄 ど特殊な場面で問題に ったケースに限定されてい とした。しかし オコナー裁判官は、厳格審査を用いな らも、以下 ように、本件 おいては宗教活動を制限してい 法律は有効であるした。　
オコナー裁判官による、ジャッジメントに同意する意見・その
2　
厳格審査による合憲判断（多数意見と結論同
じ・オコナー裁判官の単独意見部分）　
薬物の濫用は、我々の健康、福祉に影響を及ぼす最も重大な問題の一つである。連邦法律にお ても、ペヨーテ
は特に規制薬物に指定されているが このことはその濫用の危険性が極めて高 こ を意味し いる。このペヨーテの市民への禁止を、オレゴン州がやむにやまれぬ利益としたことは、やはり同様の利益 認められた先例
（所得
税の徴収、社会保険システム、徴兵）
からみても争いがない。
　
本件で問題になるのは、一般的な刑事法を原告に適用除外することが、この政府利益を満たすために不当に介入
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することになるかどうかである。私の結論は、オレゴン州の刑事法による禁止を一律に適用することが、規制薬物の使用によってもたらされる害悪を防止する、政府の優越する利益を達成す ために不可欠である、ということである。　
規制薬物の使用は、健康への影響は、その動機がいかなるものであっても、たとえ宗教目的からであっても、健
康への影響をもたらす。本件の宗教儀式に適用除外の例外を認めてしまえば、市民にペヨーテを禁止する「やむにやまれぬ利益」 深刻な程度に侵害すること なる。　
このように、原告の宗教儀式を含めて、刑事法による一般的規制こそが重要 ると説くオコナー裁判官に対し
て、真に、個別に、危険が生じているかを審査することまでが厳格審査の内容であるとするのが、三名の裁判官の反対意見である。　
ブラックマン裁判官 反対意見（ブレナン、マーシャル裁判官加わる）
　
問題とされる政府利益は、対薬物戦争という広範なものでなく、宗教儀式としてのペヨーテの使用に例外を認め
ないことの利益に限定されるべきである。一般的なもの 広げれば衡量のプロセスは政府有利 方向に偏
（
26 ）
る。
　
ペヨーテ使用を禁止することが、信教の自由を凌駕するほどにやむにやまれぬ政府利益であるというためには、
単に抽象的、象徴的な内容であってはならない。オレゴン州は原告を起訴しようとはしておらず、その他宗教目的のペヨーテの使用に対して確たる法執行を行って ない。州の主張 利益とは、執行され い禁止規定 象徴的な維持でしかない。これでは、個人の憲法上の権利を制約するには十分ではな
（
27 ）
い。
　
薬物の宗教上の使用に例外を認めることを拒否するにあたり 先例は、その危険性について単に憶測ではなく、
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証拠に基づく根拠を示すことを求めてきた。しかし、ペヨーテの使用が何人かを害したとの証拠は存在しない。原告が宗教儀式においてペヨーテを用いた方法は、無責任な無制限な気晴らしの使用法ではおよそな
（
28 ）
い。
　
薬物規制法の統一的で、公正な、確実な執行という政府利益が、ペヨーテの使用に宗教上の例外を認めることに
より損われることを州は懸念している。この例外を認めることにより、他の宗教上の例外も求める要望 洪水を引き起こしてしまう、 いうのである。しかし、この懸念は純粋に憶測的である。およそ半分の州と連邦政府は何年間も例外と ペヨーテの宗教上の使用 認めてきており、他の宗教 らの要求に困惑していることもな
（
29 ）
い。
　
スミス事件の論点・対立点の確認
　
以上の見解の対立を確認しておくと、まず、その内容が正当であって、中立・一般的に適用される法律が、宗教
に付随的・間接的に影響を及ぼしてい どうみるか問題になっ
（
30 ）
る。多数意見は、内面の信仰と宗教行為
の違いを強調しつつ、一般人の行為への規制が許されてい 法律を、信仰 理由に違憲とするならば 無秩序な社会を招いてしまうことを懸念している。他方、オコナー裁判官は、内面の信条 外部的行為 区別に消極的であり、後者にも修正一条の保障が同様に及ぶと 、その上で、間接・付随的であっても、その行為への制約には 厳格審査が行われることを強調する。ただ、薬物の規制は「やむ やまれぬ政府利益」であり、その達成 ため 宗教上の儀式を含めた一般的・全面的規制が不可欠であることを認めて、合憲と　
これに対して、三名の反対意見は、本件で問題になっているのは、原告による、宗教儀式としてのペヨーテの使
用であって、薬物規制全般ではない。原告の宗教儀式 おけるペヨーテの使用に 、政府が懸念する実害は存在していないので、これを することはできない してい
（
31 ）
る。
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それぞれの裁判官は、自説が、これまでの判例の考え方、流れに根拠があるとして激しく対立している
（
32 ）
が、簡単
なコメントを付しておく。　
多数意見は、四名 が指摘する厳格審査が用いられた事件は、いずれも失業補償等の給付金受給の事件で
あり、本件とは区別されるとするが、この点はやや不正確である。本件もまた、失業補償の事件であり、その意味では厳格審査がなされた判例の範疇に該当すると思われる。しかし、多数意見がこの区別をもちだした理由は、本件が刑事法、とりわけ薬物規制に関わり、この点がこれまでの失業補償の事例と異なることを強く意識 ためと思われる。　
失業補償は、 「正当理由」が認められない失職・不就労を適用除外として受給資格を認めていないが、 職等
が、宗教上の信条を理由とする場合に「正当理由」にあたるか 問われていた。これを「正当理由」に含めず、支給を拒否することは、信教の自由への制約が大きいと考え 違憲と判断するために厳格審査を行なってきたのが先例といえよ
（
33 ）
う。しかし、その宗教行為が犯罪にもあたる場合にも、同様に考えられるべきであろうか。この点が、
スミス事件
（一九九〇年）
の分かれ目であった。オコナー裁判官は、厳格審査を堅持しながらも、規制薬物の摂取
を一律禁止する措置は「やむにやまれぬ政府利益」を達成するための「不可欠な手段」であ と判断 た　
反対意見は、宗教上の儀式として、一定の管理された状態での規制薬物の摂取は、政府が刑罰をもって禁止する
程の害悪 もたらすことがなく、この場合にも、中立・一般的 刑事罰の対象とする「手段」をとるこ は「やむにやまれぬ政府利益」の達成にとってふさ しくないとし
（
34 ）
た。
　
こうした中で、四名の裁判官の少数意見を具体化するＲＦＲＡが連邦議会 定めら
れ
（
35 ）
た。その内容は、 「政府
は、個人の宗教 実践に相当程度の負担を及ぼす 禁止される。たとえその負担が、一般的に適用されるルー
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ルからもたらされている場合にも同様である。但し、次の場合にはこの限りではない。 （
1）その負担がやむにや
まれぬ政府利益を促進するために、 （
2）この利益を促進するために最も制限の少ない手段であることを証明した
場合である」 。しかしながら、ＲＦＲＡは、次に紹介するバーニィ事件
（一九九七年） （
C
ity of B
oerne v. F
lores, 531 
U
.S. 507 （
1997 ） ）
において、最高裁によって違憲と判断された。その理由は主として、この法律が修正一四条五項
の「執行条項」に違反しているというものであったが、その前提には 信教の自由に影響する、一般的に適用される法律の審査に関するスミス事件
（一九九〇年）
の考え方が反映されている。すなわち、修正一四条の自由の具体
化の一つである信教の自由につい 、その内容を決定するのは 連邦議会で なく、最高裁であるとし 同条五項により、連邦議会が州 対して及ぼすことが認められている権限 修正一四条によって保障されている内容をそのまま「執行」し、修正一四条違反を「防止」し、又は、 「救済」することに限定されているということであ 。以下、やや詳しく紹介しよ
（
36 ）
う。
第三章
　
ＲＦＲＡと連邦議会の「救済権限」
　　　
連邦・州の権限配分
　　
バーニィ事件（一九九七年） （
C
ity of B
oerne v. Flores, 531 U
.S
. 507 （
1997 ） ）
　
事実の概要
　
バーニィ市にある原告の教会は、宗教上の歴史的な建築様式を再現したものであるが、手狭になって日曜のミサ
への参列者のうち数十名を収容できない状態になっていた。そこで、原告は、増築のた の許可申請を行ったが、その数ヶ月後、市は、街の歴史的景観の維持を目的とする条例を成立させ、歴史的な建造物に影響を及ぼす場合等
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には、委員会による建築許可が別途必要であるとした。原告は、委員会への許可申請も行ったが、これを拒否されたので、連邦法律「信教の自由回復法」
T
he R
eligious F
reedom
 R
estoration A
ct of 1993 （以下、 「ＲＦＲＡ」とい
う。 ）
に基づいて、これを争った。
　
争点は主としてＲＦＲＡの合憲性であったが、第一審は、ＲＦＲＡは、修正一四条五項によって連邦議会に認め
られた執行権限を超えているとして無効とした。原審・第五巡回区控訴裁は、この第一審判決を破棄し、これを合憲・有効と判断し が、最高裁は、破棄した。　
判
　
旨
　
連邦議会による修正一四条の州への「執行」
　
修正一四条一項は、いかなる州も、合衆国市民の権利を侵害する法律を制定し、又は執行して ならず、デュー
プロセスなくして生命、自由、財産を奪うこと できず その管轄内のいかなる者に対しても、法の平等の保護を否定できない、と規定している。ま 、同条五項は 議 は、適切な立法によって、本条の規定を執行する権限を有す
（
37 ）
る。そこで、州による修正一四条違反を抑止し、又は、これを救済するためであれば、たとえ、以前は州
に自律が認められて た領域に侵入することも、連邦議会の執行権限の範囲内とされうる たとえば、連邦議会が、投票における人種差別に対処するための手段として、読み書きテスト等の投票要件を停止することが支持され
（
38 ）
た。
　
連邦議会による修正一四条違反の救済
　
修正一四条のデュープロセスの中に具体化されている自由の基本的な概念 中には、修正一条によって保障され
信教の自由への規制と審査基準〔宮原　均〕
（20）393
ている自由も含まれる
（
39 ）
が、信教の自由条項の意味を変更する立法は、この条項を執行するとはいえ
（
40 ）
ず、修正一四条
五項の下での連邦議会の権限は、修正一四条の規定を執行することのみに及ぶ。したがって、修正一四条による州への制約 内容がいかなるものかを決定する権限が連邦議会にあ とすることは、その五項の文言に一致しな
（
41 ）
い。
最高裁は連邦議会の執行権限を「救済」と呼び、是正又は予防的で って、定義的ではないとすること ついて疑問がもたれることはなかっ
（
42 ）
た。
　
しかしながら、違憲の行為に救済を与え、又は、これを防止するための手段と、憲法に実体的な変更をもたらす
手段とを区別することは容易ではなく、また、そのラインをどこに引くかについては連邦議会 広範 裁量 認められるが、その区別は確かに存在している。すなわち、防止され救済されるべき損害と、そのため とられる手段との間には、調和と均衡が存在しなければならず、これが欠けると、その法律は、機能と効果において、実体的（な変更）
となるのであ
（
43 ）
る。
　
もしも連邦議会が修正一四条の意味を変更し、自らの権限を定めることが可能であるとすれば、憲法はもはや至
高の法、通常の手段 よっては変更できないもの、 なってしまうのであ
（
44 ）
る。
　
ＲＦＲＡと自由の内容の実体的変更
　
連邦法律が、救済的または予防的であるためには 損害と手段と 間に調和・均衡が存在しなければならず 対
象とする法令等を禁止する手段をとるために 、それらに違憲の可能性が十分にあ
significant likelihood of 
being unconstitutional 場合に限定されることが必要で
あ
（
45 ）
る。この例として、選挙権の差別が極めて盛んであった
地域に限定して禁止がなされ 人種を理由とする選挙権の侵害として、長らく最も悪名高い手段とされてきた特定の選挙資格を禁止した一九六五年投票権法は救済的とされ
（
46 ）
た。
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ＲＦＲＡの厳格テストは、 「手段」と達成しようとする「目的」との間に、つり合い・調和が欠けている。この
厳格テストによれば、信教の自由に相当程度の負担がかかっていることが証明されると、州は、やむにやまれぬ政府利益と、この利益を促進するために最も制限の少ない手段がとられていることを証明しなければならない。その結果、本当に信教 自由 窒息させようとしているかを考慮することなく、法令等は無効とされてしまう。ＲＦＲＡ
は、州に対して重い負担を背負わせ、州に認められていた伝統的な一般的規制権限を縮小し、スミス事件
（一九九〇年）
で違憲とされた行為をはるかに超えて規制対象としている。ＲＦＲＡは、その宗教の取扱いゆえに、
違憲とされる可能性のある州法律を特定し、これを阻止することを意図していない。ほとんどの場合、ＲＦＲＡは、宗教に関す 頑迷さが動機とはなっていない州法律に適用されてしまうのであ
（
47 ）
る。
　
本件におけるゾーニング規制のような州法律 多くは、様々な範疇にある個人に、相当程度の負担を及ぼしてい
る。一般的に適用される法律によって信仰の実践行為に付随的な負担が及んだ場合、他の、同様に負担が及んだ市民と比べて、一層の負担を被ったということにはならない。更に、あらゆる場合に最小限の手段を るとの要件は、スミス事件
（一九九〇年）
では用いられておらず、その目的が、憲法違反の防止及び救済にあるならば適切で
はな
（
48 ）
い。
　
判旨の確認
　
この事件では、ゾーニング・土地利用規制の観点から信教の自由に影響を及ぼすＲＦＲＡ 修正一四条五項
違反しているとして、州に適用される限り おいて無効とされてい
（
49 ）
る。信仰の実践行為としての土地利用をどこま
で規制できるかという問題と 連邦議会が 州 よる信教の自由への制約 ど まで介入する権限が認められるか
信教の自由への規制と審査基準〔宮原　均〕
（22）391
という、信教の自由の内容、及び、連邦と州の垂直の権力分立の二つの問題が複雑にからみ合った事件で、判旨はやや分かりにくいが、最高裁は 主として後者の、連邦議会の権限 踰越という観点からＲＦＲＡが違憲であるとの結論を導き出して る。　
まず、修正一四条の文言を確認しながら、州は、合衆国市民に保障された修正一条の権利を侵害することはでき
ず、連邦議会は、連邦法律を制定することによって 各州に、修正一条により保障された自由を侵害させないことができるとしている。このことは、修正一四条五項の「執行」 いう文言から導かれ、具体的には州による侵害に対する「救済」 「予防」を行う権限が、連邦議会にあるとしてい
（
50 ）
る。
　
次に、連邦法律が「救済」であるためには、対象と る州の実務が、修正一条の信教の自由を侵害するものでな
ければならない。ここで問題になるのは、信教の自由によって保障され いる自由がど ような内容であり、いかなる場合に、この自由への侵害が生じているのかと うことである。最高裁は、こ 点について 判断を連邦議会に委ね こと 懸念を示した。も もこれ 許せば 連邦議会は、自由の意味とその権限 範囲とを自らが決定できることになり、憲法の至高性はないがしろとされてしまうとする。　
その結果、連邦法律が、信教の自由の内容を実体的に変更するのではなく、これを執行するにとどまっているの
は、いかな 場合であるか、問題となる。最高裁は、選挙権に関する人種差別が問題になった先例を挙げて、先行する州の実務が、内容 おいてもそ 範囲においても違憲であることの蓋然性が高い状況 限定 、これに対処・適用される連邦法律が、修正一四条五項 「執行」であり、 「救済」であるとし
（
51 ）
た。
　
そして、この観点からＲＦＲＡは「執行」とはいえないとした。ＲＦＲＡは、一般的に適用される州法等であっ
ても、信仰の実践に相当程度の負担を及ぼす場合には、やむにやまれぬ政府利益を促進し、最も制限の少 い手段
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であることが証明されない限り、無効とすると規定しているからである。このことは、先例であるスミス事件（一九
九〇年）
において、中立的で、一般的に適用される法律は、たとえ、やむにやまれぬ政府利益によって支持
されていなくとも宗教行為に適用することが許される、と たこととは異なっているからであ
（
52 ）
る。
　
以上の多数意見に対して、オコナー裁判官が反対意見を述べている。オコナー裁判官も、修正一四条五項の「執
行」が救済的であり、自由の実体的内容を決定する権限が連邦議会にはない、とする点では多数意見と同調している。しかし、スミス事件
（一九九〇年）
による修正一条・信教の自由の解釈は正しくないとする点で、多数意見と
見解を異にしている。　
オコナー裁判官の反対意見
　
修正一四条の制限の実体的内容を定める権限は、連邦議会には認められていない。同条五項に基づく権限は、こ
の規定の執行のみにしか及ばない。連邦議会は 独自に法律を制定して、憲法上の権利の範囲を定め、拡張 ことはできない。連邦議会は、裁判所によって示された憲法解釈、及び、修正一四条のような規定によって立法権限に課せられた限界に、その判断 一致させなけ ばならな
（
53 ）
い。
　
多数意見は、スミス事件
（一九九〇年）
が信教の自由条項を正しく解釈しているとの前提に立っているが、この
点を受け入れることができない。修正一条は、たとえその行為が中立、一般適用の法律に矛盾していても、政府の介入なくして宗教行為を行 う権利を積極的に保障 たものと理解され べきであ
（
54 ）
る。
　
この事件では、ＲＦＲＡの違憲・合憲については対立があるが、修正一四条五項の意味そのものについては争
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がない。つまり、連邦議会は、修正一四条で保障されている自由の実体的内容を執行するのであって、これを変更することはできない。また、その内容は裁判所が定め、連邦議会はこれに沿って立法 行う必要があるとする点は、オコナー反対意見においても認められてい
（
55 ）
る。
　
対立点は、何が判例法であるかについての認識の違いである。オコナー反対意見は、信教の自由を制限するため
には、裁判所による厳格審査に耐える内容でなけ ばならないとするのが最高裁の判例法であるとし、ＲＦＲＡはこれ 沿うもので、州への規制は「執行」にあたり合憲とする。他方、多数意見は、一般的・付随的影響を及ぼす限りは、信教の自由を侵害し とするのが判例法 あり、厳格審査を求め ＲＦＲＡはこれに反し、その州法への適用は修正一四条の「執行」とは えない、とし いる。　
ところで、ＲＦＲＡは「執行条項」により、連邦議会の州に対する権限行使の問題として、無効とされたた
（
56 ）
め、
ＲＦＲＡ 無効 、州 適用される限りのもの して位置づけられ、連邦に適用される限りでは、有効を前提とする判断が積み重ねられている。こ ことは、信教 自由の実体的 容に関して 、スミス事件
（一九九〇年）
にお
いては少数意見であった考え方が、むしろ最高裁の多数を形成する方向に向かうことを示して くのかもしれない。この点について、バーニィ事件
（一九九七年）
以後、ＲＦＲＡの有効を前提として判断された事例を紹介して
おこう　
まず、スミス事件
（一九九〇年）
と同じく、宗教儀式に用いられるワスカ
（茶）
を薬物規制法の対象として禁止・
処罰することが問題となったゴンザレス事件
（二〇〇六年） （
G
onzales v. O
 C
entro E
spirita B
eneficente U
niao D
o 
V
egetal, 546 U
. S. 418 （
2006 ） ）
を紹介する。この事件では、ＲＦＲＡそれ自体の違憲性は問題とされず、
その合憲性
を前提としてワスカの規制は、その要件である「やむにやまれぬ利益」 「最も制限の少 手段」といえるか つ
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いて専ら議論されている。　　　
ＲＦＲＡの連邦への適用
　　
ゴンザレス事件（二〇〇六年） （
G
onzales v. O
 C
entro E
spirita B
eneficente U
niao D
o V
egetal, 546 U
.S
. 418
（
2006 ） ）
　
事実の概要
　
原告は、アマゾンの熱帯雨林に起源を有する宗教団体であるが、儀式用の茶
（ワスカ）
を飲むことにより、メン
バー相互の交感が行われていた。ワスカは醸造された二種類の植物から成っているが、そのうちの一種類は、連邦薬物取締法・第一類の規制対象であった。税関におい 、原告のドラム缶からワスカが見つかり、押収され、その後起訴されるおそれがあったため、原告は、法務総裁らを被告として、同法を原告の 使用に適用することは、ＲＦＲＡに違反するとして、宣言判決及び差止を求めて訴えを提起した。　
同法の原告への適用が、原告の真摯な宗教行為に相当程度の負担を及ぼすことについては争いがない。問題に
なっているのは、やむ やまれぬ政府利益、すなわち原告の信者の健康と安全、単なる気晴 しで使用する者へワスカの伝播禁止等の利益促進のために、原告の儀式におけるワスカ 禁止が「最も制限の少ない手段」であ かどうかである。　
第一審は、原告によるワスカの輸入・使用に同法を適用することを禁止する、予備的差止めを行なった。原審は
これを支持し、最高裁もこれを支持した。
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判
　
旨
　
信教の自由への規制に関し、やむにやまれぬ利益を必要とするＲＦＲＡの下では、連邦薬物規制法・第一類によ
る薬物の規制を有効とするために、その一般的性質を述べるだけでは十分ではない。確かにワスカの成分は危険なものであるが、原告が儀式で用いている、特定の使用方法によって害悪がもたらされるのか、が問題になるのであ
（
57 ）
る。
　
連邦薬物規制法は、ネイティブ・アメリカン教会によるペヨーテの使用に関しては、例外を認め、一九九四年に
は、あらゆるインディアン部族のメンバーにこの例外を認める立法がなされている。更に、ＲＦＲＡは 裁判所よってこの例外が設定され ことを予期してい 。すなわち、宗教行為に負担が及んだ者 、裁判手続における主張又は防御の中でＲＦＲＡへの違反を主張し、適切な救済を求めることができるとし ＲＦＲＡ 、例外が必要になるのかを考察す のは、裁判所の義務であることを明らかにしてい
（
58 ）
る。
　
ＲＦＲＡのもとで、一般的に適用される法律に例外を認めることが許されない場合があることは疑いがない。し
かし、ペヨーテに関し は長年にわたって例外 認められ その理由が、まさ く宗教儀式におけ 使用の例外を認めようとしていたことを考えると、本件 ワスカ 例外 認めよう しなかった は驚き あ
（
59 ）
る。
　
以上のように、ＲＦＲＡそれ自体の有効・無効は議論されず、これを前提に、ワスカの使用 例外を認めず、原
告の宗教儀式に薬物規制法を適用して禁止・処罰 ことは、ＲＦＲＡに違反する された。ここで注目すべきことは、ＲＦＲＡが求 る厳格審査の下で 、規制対象薬物 危険性に関して、一般的な主張を行うだけ は、これを規制することはできないということであ
（
60 ）
る。すなわち、より個別的な考察、本件では、原告による、宗教上の儀
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式としての規制薬物の摂取等が、いかなる危険をもたらしているのかを具体的に検討し、 「やむにやまれぬ政府利益」 「最も制限の少ない手段」の見地から、例外が認められるべきかを判断することが裁判所の義務であるとしている。この判断は、スミス事件
（一九九〇年）
において、一般的に適用され、その内容自体が正当であるならば、
その法律が、宗教活動に付随的に影響している限りにおいては修正一条には違反しない、としたこととはかなり異なっている。　
次に、この事件と同様に「最も制限の少ない手段」の見地から、労働者の避妊の費用を保険の対象とすることに
よって、使用者 信教の自由が侵害されたとしたホビー事件
（二〇一四年） （
B
urw
ell v. H
obby L
obby Stores, IN
C
., 
134 S. C
t. 2751 （
2014 ） ）
を紹介しよ
（
61 ）
う。
　　　
信仰に反する避妊治療と保険料の支払い
　　
ホビー事件（二〇一四年） （
B
urw
ell v. H
obby Lobby S
tores, IN
C
., 134 S
. C
t. 2751 （
2014 ） ）
　
事実の概要
　
本件では、患者保護配慮法
（
T
he P
atient P
rotection and A
ffordable C
are A
ct 、以下「ＡＣＡ」という。 ）
の下で、健
康人道サービス局
（
T
he D
epartm
ent of H
ealth and H
um
an Services 、以下「ＨＨＳ」という。 ）
が定めた「規則」が問
題になっている。この「規則」によると、雇用者の健康保険の中に、女性の労働者が費用を負担することなく避妊ができるようにす ことが求められていた。しかし、これには適用除外が定められ、そ 対象とな のは、教会のような宗教施設におけ 雇用者及び宗教的な「非営利」団体 うち、宗教上の理由から避妊に反対している場合である。
信教の自由への規制と審査基準〔宮原　均〕
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本件では、三つの「営利」法人の所有者が、生命は妊娠時に始まるとの真摯なキリスト教の信仰を有しており、
妊娠後に行われる避妊方法は信仰に違反すると考えていた。そこで、受精した卵子が子宮に着床することを妨げる四つの方法を対象とする限り、避妊を保険の対象 することの差止を求めて訴えを提起した。　
最高裁は、 「規則」はＲＦＲＡに違反すると判断した。
　
判
　
旨
　
保険による避妊費用のカバーと信仰への相当程度の負担
　
原告等は、生命は 娠の時からはじまると 宗教上の信条を有し、胎芽の破壊を生じる避妊方法をカバーする保
険に、宗教上の理由から反対しているが、こ に応じなければ、莫大な金銭的な負担を背負わねばならな
（
62 ）
い。保険
料の支払いそれ自体は、胚芽の破壊ではなく 両者の関係は極めて希薄で、原告の信仰に相当程度の負担が及んでいることを疑問とする考え方がある。 かし、その行為自体に 非がなくとも 他の者による不道徳な行為を手助けする効果をもつ場合、最高裁は、こうした行為を行わせることを認めてこなかっ
（
63 ）
た。
　
ＲＦＲＡの「やむにやまれぬ政府利益」と「最も制限の少ない手段」
　
労働者が費用を負担することなく、四つの 方法を受けられるように保障することは「やむにやまれぬ政府利
益」であるが、 「最も制限の少ない手段」が採られていると いえない。本件での目的を達成するため 最も直接的な方法は、雇用者の宗教上 理由から 健康保険の下で 避妊方法を受けられ い女性すべてに して、政府がその費用を支出すると う である。この方法 原告の宗教に対する、より制 的でない手段 あり、これが現実 ではないとの証明はなされていな うした避妊方法を用いる女性一人当たりの平均の費用は算定さ
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れておらず、また、原告のような団体に勤務し、影響を受ける労働者の数がどのくらいかを示す統計は存在していな
（
64 ）
い。
　
避妊費用に限定した保険料の免除
　
反対意見は、この事件で原告の主張を認めれば、広範で多様な医療上の治療や薬剤投与、例えば予防接種や輸血
などの実施には、宗教上の反対で満たされることになる、としている。しかし、ここでは、専ら保険による避妊費用のカバーが問題であっ 、雇用者の宗教上の信条に違反してさえすれば、常に、保険料の負担は免除されるとは判断されていない。例えば予防接種であれば 感染症を防止す 目的によって保険料を負担させることが支持されることは考えられ
（
65 ）
る。
　
このように、多数意見はＲＦＲＡを適 することによって、宗教上の理由から一定の避妊方法に反対する原告等
に、この費用をカバーする保険料の支払いを求めることは きないとした。ポイントになるのは、まず、 「相当程度の負担」について、信仰に反する保険料の支払い、又は、支払い拒否に対する巨額な制裁金を課すことは この負担に当るとしていることである。このことは、宗教行為自体への直接侵害 みならず、金銭 不利益がもたらす宗教への間接的影響も「相当程度の負担」に該当しうることを示している。　
次に、 「最も制限の少ない手段」について、雇用者にその信仰 反する保険料を負担させるのではなく、政府に
よる直接の費用負担、具体的 は避妊を行なう労働者へ
tax credit
という「手段」が挙げられている。これによ
れば、原告の 制限はほとんどなくなり、 「最も制限の少ない手段」の要件は満 される。更 、この「手段」が財政的にみて現実離れしているとの指摘に対しても、そ 成り立たな こと 証明は、政府側にあ として
信教の自由への規制と審査基準〔宮原　均〕
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いる。　
これに対して、四名の裁判官
（ギンズバーグ裁判官の反対意見、ソトマイヨール・ブライヤー・ケイガン各裁判官加わ
る）
は、原告に対する適用除外が、労働者に不利益をもたらす点に着目している。すなわち、原告の求める適用除
外が認められると、雇用者と同じ信仰をもたない多くの女性は、保険による避妊を受けられなくな
（
66 ）
る。また、より
制限的でない手段として、労働者自身に避妊具の購入・支払いをさせ、これを税の控除対象とする手段
tax credit
は、まず、労働者に費用を支出させることになり、
tax credit
の恩恵を受けることができない程に貧しい女性に
とっては意味がない、とす のであ
（
67 ）
る。
　
このように、五対四と最高裁内部の意見は拮抗しているが、ＲＦＲＡの二つの要件により、信教の自由への制約
には重い証明責任が政府に課せ ている とされている。すなわち、信教 自由への より制約が少ない手段が当事者により指摘されれば それが成り立たないことが政府 よって証明されなければならない、ということである。更に、一定の政府利益を守るためには、宗教活動への統一・完結した規制を行 うシステムが必要であり、もしも、裁判 おいて一つの例外 認めれば このシステムがほころび機能不全と ると主張するだけでは その弊害は「憶測」として退けられる傾向 あ よう 思われ　
こうした厳格審査の考え方が、ＲＦＲＡの解釈 して今後も定着していく か興味深いところであるが、連邦議
会は、更に、監獄等の特殊な社会に限定しつつも 信教の自由制約を合憲 するためには、やはり厳格審査 求めるＲＬＵＩＡＰ
（宗教上の土地利用及び施設内拘束者法・
T
he R
eligious L
and U
se and Institutionalized P
ersons A
ct of 
2000 、以下「ＲＬＵＩＰＡ」という。 ）を制定して
い
（
68 ）
る。次章においては、この法律の適用について判例の考え方
を整理しておこう。
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第四章
　
ＲＬＵＩＡＰの制定と在監者の自由制約に関する緩やかな審査基準
　　　
ＲＬＵＩＡＰの要件
　
上述のように、スミス事件
（一九九〇年）
の後に連邦議会はＲＦＲＡを定めたが、最高裁はバーニィ事件
（一九九
七年）
において、この法律は、州に適用される限りにおいて、修正一四条五項の救済権限を超えた立法と
して無効とし
（
69 ）
た。しかし、その後も、連邦に適用される場合には有効であることを前提とする、巡回区控訴裁判所
の判例が形成されてき
（
70 ）
た。
　
そこで、連邦議会は、合衆国憲法の「支出条項」に基づ
（
71 ）
き、その対象を、一定の施設等に限定す
（
72 ）
る、ＲＬＵＩＰ
Ａ
（
ar-loo-pa
と呼ばれる）
を制定した。この法律は、収容されている者の宗教行為への制限等に限定したルールと
して、その第三条において、ＲＦＲＡの厳格審査基準とほぼ同じ内容が定められている。すなわち、州又はローカル政府は 施設内に拘束され いる者に対して、その宗教活動に相当程度の負担を及ぼしてはならない ただし、その負担が、やむにやまれぬ利益を助長し、最も制限の少ない手段 よってなされていることを政府が証明し 場合は別である、としている。　
この法律に基づいて、信教の自由への侵害を主張する囚人等が救済を求めるために
（
73 ）
は、まず、原告が、自らが相
当程度の負担を被ったこ を証明する必要 ある
（
74 ）
が、そのためには、宗教行為が重大な程度に制約され、その宗教
上の信条に反する圧力が、真に 加えられていることを示さねばならない。もしも囚人等が、宗教上の信条に反する行動により一般的な利益を享受するか、それとも信仰に従いこれを失うかについて二者選択を強いられるなば、この負担が生じてい といえ 。この がなされ と、今度は政府側が 政府による制約はやむにやまれぬ
信教の自由への規制と審査基準〔宮原　均〕
（32）381
利益によって支えられ、規制は最小限度であることの証明を果たさなければならな
（
75 ）
い。
　
ところで、ＲＬＵＩＡＰは、支出条項に基づいて定められた法律である。したがって、宗教活動への相当程度の
負担は、連邦政府から資金援助を受けているプログラムにおいて生じていることが前提と る。そして、全ての州では、その刑務所 連邦政府の資金 入れているた
（
76 ）
め、囚人の宗教行為の制約に関しては、ＲＬＵＩＡＰが適
用されるのである。　
この法律の適用に関しては 控訴審の裁判例が蓄積されているので、注において紹介す
（
77 ）
が、このＲＬＵＩＡＰ
についても、ＲＦＲＡと同様の問題を提起している。すなわち、在監者の信教 自由規制に関して、裁判所は厳格審査で臨むべきとす ＬＵＩＡＰの考え方は、はたして従来の最高裁の判例法理と調和し のか ということである。この点については、以下に紹介するように、在監者の信教の自由を含む人権への制約に関する最高 の判例の傾向は、厳格審査 うより むしろ「目的」と「手段」の合理的関連性 断する、比較的緩やか 審査を展開する があるよう 思われる。その結果、厳格審査を求め ＲＬＵＩＡＰと従前 最高裁 判例理論と整合性をいずれに求めるべきか、重要な課題になっていると思われ
（
78 ）
る。そこで、まず、合理的関連性という緩やか
な審査を行ってきた最高裁の判例法理について紹介しよ
（
79 ）
う。
　　　
屋外刑務作業によるジュマへの参加規制（信教の自由）
　　
オーロン事件（一九八七年） （
O
Lʼone v. E
state of S
habazz, 482 U
.S
. 342 （
1987 ） ）
　
事実の概要
　
原告は、イスラム教を信仰する囚人であるが、ニュージャージー州の監獄職員が定めた規則によって、原告は、
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ジュマ
（
Jum
u
aʼh ・毎週金曜の午後に開かれるイスラム教の集会）
に参加することを妨げられ、修正一条の信教の自由
が侵害されたとして訴えを提起し
（
80 ）
た。その規則によれば、原告が所属する在監者のグループは刑務作業を、彼らが
居住しジュマが開かれる建物の外で行わねばならず、更には、建物の外で刑務作業を行う囚人は、昼間に、その建物に戻ることが禁止されていた。　
原審では、この規則が保安維持という刑務所の目的に役立っていること、及び、囚人に宗教上の権利行使を認め
ても保安上の問題を生じ せない、合理的な手段が存在し いことを州が証明しなければならないとしたが、最高裁はこれを破棄した。　
判
　
旨
　
在監者の権利への制約とその根拠
　
在監者は、有罪とされ、又は、監獄に拘束されているという理由によって、憲法上の保護すべてを放棄させられ
るわけではない。もっとも、身体の拘束をうけることにより 多くの権利・特権に対しては必要な制限がなされるが、これらの制限は、刑罰システムの根底 あ 考慮によって正当化される。すな ち、この憲法上の権利行使への制限は、身体拘束と う事実そのもの、及び、正当な刑罰の目的、つまり犯罪の抑止、囚人のリハビリ、施設の保安から生じてくる。こうした要素の適切なバランス 考慮する場合に ばしば言及されるのは、刑罰上の目的の評価は、監獄の運営者による、考慮された上で 判断 委ねられ いうことである。なぜ らば 彼 具体的な制度の運用について、実際に責任を負っており また 訓練 積んで る ら
（
81 ）
る。
　
監獄職員の判断への敬譲と合理的関連性の基準
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裁判所が、監獄職員への適切な敬譲を確実に行うためには、合理性のテスト、すなわち、憲法上の権利侵害が主
張される場合に適用される通常のテストよりも、緩やかなテストを用いて判断される。本件規則が、正当な刑罰上の利益に合理的に関連してい ならば有効とされるのであ
（
82 ）
る。原審は、囚人の信教の自由を制約しない方法によっ
ては、制度の目的を達することができないことについて 監獄職員によって納得のいく証拠が提出されなければならないとするが、誤りである。 の判断には、監獄の運営者 判断に認められるべき敬意と敬譲とが反映されていないからであ
（
83 ）
る。
　
この合理性を判断するためのファクターは、まず、権利等への規制を正当化するとされる政府利益
（目的）
とそ
の規制
（手段）
との間に論理的な関連性があることであるが、本件では明らかにこのつながりがある。刑務作業を
建物 外で行うことは
（手段）
、過剰収容を緩和するためであり
（目的）
、昼間の時間帯に建物外で刑務作業を行う
ことによって
（手段）
、過密状態がもたらす、ある種の緊張は緩和されて
い
（
84 ）
る。次に、建物外での刑務作業者に、
昼間の時間帯での帰棟を認めるならば、メインゲイトでの混雑・遅滞が生じ、管理者に負担を生じさせる。更に、この作業は、社会に出てからの予行演習的な機能も果たしている。これら正当な目的は、昼間の帰棟を認めないことによって促進される。 則と目的 の間の論理的な関連性は、この規則を恣意的又は不合理とするほどに希薄とはいえな
（
85 ）
い。
　
このように、多数意見は、在監者の自由にいかなる制約を行うかに関する行政機関の判断に、裁判所は敬譲を払
うべきである し、そのためには「目的」 「手段」の合理的関連性を判断 緩やかな審査基準が採ら べきとする。これに対して 反対意見は、憲法上の自由は、円滑・効率的な統治作用から 防波堤 あることを強調し、そのために裁判所が包括的な敬譲を行政 判断に認めることを戒め、厳格審査がなされるべきとしている。
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ブレナン裁判官の反対意見（マーシャル、ブラックマン、スチーブンス各裁判官加わる）
　
行政の効率的遂行に対する防波堤としての憲法
　
原告等の宗教活動への制限が、重要な政府利益を促進するために必要であり、これらの制限が、監獄の目的を達
成するために必要であるよりも過大ではないことを、職員は、証明する必要があ
（
86 ）
る。憲法は、職員が、その仕事を
効率よく遂行できるように助長する手段 し、その専門性に十分な信頼を寄せている青写真でもない。統治のために必要な手段であることを理由に、その侵害が正当化されないように ための防波堤を提供しているのである。囚人が提起する全ての憲法上の争いを 合理性の基準で審査することは不適切である。この基準は、敬譲をひとくくりにして認め、自由の剥奪の程度が かなるものかを区別してい 。もしも、職員は合理的に行動することが求められるとし、権限 使 チェックにとってはこれで十分であると考えるならば、憲法は不要であ
（
87 ）
る。
　
制約の程度と他の宗教活動
　
監獄の規則への審査は、権利の性質、活動 種類、権利 使への制約にとどまらず、権利への全否定であるかど
うかによって定められるべきである。本件において、州は、この制約が重要 目的を促進 ために必要であること、及び、 り過激でない手段によっ この目的 役立つ いうことを証明して な
（
88 ）
い。多数意見は、制約され
た宗教行為以外の他の手段 残されているとするが、ジュマが原告 宗教 とって中心的 儀式であ が無視されてい
（
89 ）
る。その宗教にとって、その活動が中心的なものであればある程、これへの規制を受けないとの推定が大
きくはたらくのであ
（
90 ）
る。
　
この事件は、規則によって定められ実施された刑務作業により、宗教儀式であるジュマが されたこ が問題
信教の自由への規制と審査基準〔宮原　均〕
（36）377
になっている。多数意見は合理的関連性の基準を用いて、この規制の合憲性を支持した。まず、囚人にも憲法の人権保障が及ぶことを前提
（
91 ）
に、適法な身体拘束という事実そのもの及び身体拘束の目的から、一定の制約が囚人の人
権に及ぶとする。次に、その制約の 憲性判断については、 「目的」と「手段」との間に合理的関連性が存在するかどうかを審査 、緩やかな審査基準に基づくとして る。その理由は、 則制定者が有する「責任」と「専門性」に対する、裁判所の敬譲であ
（
92 ）
る。
　
他方、反対意見は厳格な審査を主張し、 「手段」は「目的」達成のために過大でないことが、規制者側によって
証明されなければならない その理由は、憲法は、あ まで人権の防波堤であって、これへの規制をひとくくりにして裁判所の「敬譲」の対象とするなら、憲法は職員の仕事を効率よく遂行させるための青写真 なってしまう、と批判するのである。この厳格審査により 対象となる具体 な制限が、信教の自由にとって最小限であり、よ 制限的で い他の規制が存在していない をチェックしようとしている。しかし、その厳格さは、これらについての証明責任が被告側に転嫁されるべきことを求めるだけで、何が最小 規制であるのか、また、そうした規制が、いかなる理由から、現実にどこまで可能であるのかの考察は十分には行なわれていないようである。　
以上、この事件では、五対四と拮抗していたものの、監獄内における信教の自由制約にあたっては「目的」と
「手段」の合理的関連性を問題とする、緩やかな審査基準に基づいて判断する考え方が多数意見を占めた。しかし、この傾向は在監者の信教の自由 みならず、その 自由へ 規制が問題 なった事件においても見受けられるので 参考までに紹介 よう。
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信教の自由以外の自由への制約と合理的関連性の基準
　　
通信規制
　　
ターナー事件（一九八六年） （
Turner v. S
afley, 482 U
.S
. 78 （
1987 ） ）
　
事実の概要
　
この 件では、囚人間の通信規制が問題になっている。すなわち、通信が認められるのは、他の施設に収容され
ている、直近家族
im
m
ediate fam
ily
の囚人との通信、及び、法律問題に関する囚人間の通信であり、これ以外の
囚人間の通信は、当事者にとって最良の利益になると判断された場合のみ、許されるとされてい
（
93 ）
た。
　
原審・第八巡回区控訴裁 第一審と同様に、プロキュニア事件
（一九七六年） （
P
rocunier v. M
artinez, 416 U
. S. 
396 （
1974 ） ）
で示された、重要又は相当程度の政府利益を促進し、その制限が、この政府利益を保護するのに必要
又は本質的であるよりも大きくないことが必要であるとの審査基準を適用して、こ 規則を違憲としたが、最高裁は、これを合憲とした。　
最高裁は、在監者にも人権保障が及ぶことを前提に、監獄当局の判断に裁判所が敬譲を払うことを重視してい
る。そして 在監者の修正一条の自由が問題になった事件では合理的関連性の が用いられてきたとし、もしも、硬直した厳格審査が用いられ ならば 監獄行政への裁判所の永続的な介入をもたらし、その判断過程 破壊すると批判している。　
判
　
旨
　
監獄の壁は、囚人を憲法の保護から分離するバリアではない。しかし、監獄の運営及び改革に関する喫緊の課題
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に対処する装備を裁判所は備えていない。監獄の運営は非常に難しく、専門知識、計画、資金が必要であり、これらはすべて立法と行政の領域に該当し、その責任に委ねられている。州の刑罰システムが問題になっている場合には、しかる き監獄当局へ 敬譲を払う、 っそうの理由があ
（
94 ）
る。
　
その結果、
（囚人の修正一条の権利が問題になった）
どれ一つの事件においても厳格な審査は用いられていない。
憲法上の権利に負担を及ぼしている規則が、刑罰上の目的に合 的に関連しているかどうか、また 誇張された反応を示していないかが問題とされ
（
95 ）
る。監獄の規則が囚人の憲法上の権利を制限している場合、その規則が、正
当な刑罰上の目的に合理的 関連している場合には有効である。硬直した厳格審査が用 られるならば 裁判所は、行政が抱えているすべての に関 、より制限的でない手段があると 判断を しまう可能性がある。このことは、裁判所を、行政の問題 ついて、いちいち最良の解決がなされているかを判断する第一の判定者にしてしまい、監獄の運営につ て連邦裁判所が不必要に 永続的に介入することになろ
（
96 ）
う。
　
このように、在監者の通信規制が問題になった事件でも、最高裁は、監獄運営の特殊性・専門性を強調し、行政
により在監者の自由に制限 なされ も、その 断には敬譲が示されるべき あ とし、そ ため 合理的関連性の基準が用いられるべきであるとして
い
（
97 ）
る。なお、 「合理性」を判断するための四つの要素が掲げられているが注
で示
（
98 ）
す。
　
同様の判断は、在監者との面会規制に関しても示されている。
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面会規制
　　
オーバートン事件（二〇〇二年） （
O
verton v. B
azzetta, 539 U
.S
. 126 （
2003 ） ）
　
事実の概要
　
ミシガン州の監獄は過剰収容の状態になっており、それに伴う面会者の増加が、監獄の維持・管理にとって大き
な問題になっていた。特に、子どもの場合、面会中に心身に悪影響を及ぼしうる行為を見聞きする危険があり、特別なケアの必要があっ
（
99 ）
た。また、監獄内での薬物乱用も増加していた。こうした事態に対応するために面会規則が
定められ、聖職者らを除き、リストにある者 みの面会が許されることとなった。　
このリストには、囚人の近親者のうち、一八歳以下の者は直系卑属を除いて掲載されず、子が面会を許される場
合にも、その近親者または法定代理人が付き添う必要があった。元囚人も、囚人の近親者と て事前の許可を受けている場合以外には、リスト 載せられず、また 薬物乱用を繰り返した者は 聖職者と弁護士以外とは面会できないが、二年後には、所長の裁量 より、面会の権利を回復することができ 。　
更に、保安上最高度 危険囚人の場合には、非接触面会に限定されていた。接触面接の場合 は、限定的ながら
訪問ルームでの物理的な接触が許されていたが、非接触面接の場合には、ブースの反対側から双方がガラスのパネル越しのコミュニケーションのみ 。原告等は囚人、その友人・家族であるが、これら規制が修正一条等を侵害するとして損害賠償を請求した。原審・第六巡回区控訴裁は 非接触面会に関す 規則 無効であると判断したが、最高裁はこれを破棄した
（スチーブンス裁判官とトーマス裁判官の同意意見はあるが、反対意見はない）
。
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判
　
旨
　
市民によって享受されている自由や特権を、囚人は放棄させられている。適切な身体拘束と一致しない権利を、
囚人は保持していない。交際の自由に何らかの制限が及ぶことが、監獄の状況では予想されなければならない。我々は、監獄の運営者に対して相当程度の敬譲を払わねばならない。彼らは、矯正システムの適切な目的を明らかにし、これを達成するため 最も適切な手段は何か 判断する、重要な責任を担っているからである。監獄規則の有効性を証明するのは州ではなく、有効ではないことを証明する責任は囚人にあ
（
100 ）
る。
　
監獄内部の保安を維持し、及び、子どもの面会者を、不法行為や偶発的な傷害から保護しようとする利益と、規
則との間には合理的な関連性が存在す
（
101 ）
る。
　
もしも、原告にとって、面会者とコミュニケーションをと ための手段が一切認められていないなら、その規則
は不合理なも となろう。しかし 原告は、面会を認められた者を通してメッセージを受け取ることができ、また、これが不可能な場合には、手紙や電話を使うことができる。これら 手段は面会の代替として理想的 はなが、規則を全面無効 しない程度に十分な代替手段といえ
（
102 ）
る。
　
面会を認めた場合に、職員、他の囚人、監獄資源の配分、面会者の安全に かなる影響が及ぶかについての考察
がなされる。原告の要求を受容すること 監獄の財政上 再配分 必要になり、監獄内全ての人々 保護す 職員の能力を制限することになる。こうした場 よる規制上の判断に、特に敬譲 認めてきたのであ
（
103 ）
る。
　
このように最高裁は、面会規制において 行政 下した判断に裁判所が敬譲を示すべきこ 強調している。
身体拘束の目的を達成するために 最も適切 手段は何かを判断する行 機関の能力と責任を重視している らで
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ある。そして、その手段を否定するためには、それが有効でないことを原告が証明する必要があるとしてい
（
104 ）
る。
　
こうした敬譲は、囚人の結社・組合活動の自由制約に関しても示されるべきとされている。
　　　
結社・組合活動規制
　　
ジョーンズ事件（一九七七年） （
Jones v. N
orth C
arolina P
risoner
sʼ Labor U
nion, IN
C
., 433 U
.S
. 119 （
1977 ） ）
　
事実の概要
　
囚人からなる原告組合は、労働条件、矯正局 実務や政策の改善、囚人の苦情の解決を目的に組織されている。
この組合にはノースカロライナ州
（州）
にある四〇の刑務所から約二〇〇〇名の囚人が参加している。州は、囚人
がこの組合員 なること、及び、これを支持することを黙認
tolerate
するが、他の囚人を勧誘し、組合員同士が会
合し、外部からの郵便物を組合が受け取ることを禁止する規則を定めた。原審は、この規則 修正一条に違反するとしたが 最高裁は、この判断は 監獄職員の判断に適切な敬譲が払われておらず、また 刑罰上の監禁と う特殊で限定的な環境についての理解がなされていない点に誤りがあ とした。　
判
　
旨
　
身体拘束・刑罰システムと自由の制約
　
適切な身体拘束は、多くの特権や権利に制限をもたらす。この制限は、刑罰システム 根底にある、様々な考察
によって正当化される。身体の拘束及び刑罰システムの必要性という事実によって、憲法上の権利への制限がなされる。投獄という概念それ自体が、囚人による刑罰制度 外にある者との交際、及び、囚人間で交際する権利に制
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限を課すことにな
（
105 ）
る。
　
囚人の組合活動の危険性判断と敬譲
　
現実の刑罰制度の運用は、複雑で困難であり、監獄職員の判断に広範な敬譲を認めてきた。職員が一様に証言し
ているのは、囚人の労働組合の活動は、潜在的に危険をはらんでおり、囚人と職員の間の軋轢を当然に増大させる。また、組織の中心人物が、囚人全員の代弁者として、彼らの中 権力を有するようになることは明らかであり、その影響力を誤用しようとするのであ
（
106 ）
る。
　
組合が、適切な刑事上 目的にとって有害であるこ 、又は、保安や秩序に現在の危険を生じさせていることに
ついて、積極的に証明するのは被告 責任では い。こうした事態を考慮するのは、監獄職員の職業上 専門的判断の領域にあ 職員がこうした考慮にあたり誇大 反応を示 ていたとの相当程度の証拠が存在しない らば、裁判所は、通常 彼らの専門家と て 判断に敬譲を払うべきであ
（
107 ）
る。
　
修正一条の交際の権利については、それがグループ・ミーティングの形であれ 又は、その他の方法であれ、そ
の交際が、監獄 秩序や平穏をかき乱す蓋然性があり、又は そ 他監獄の環境についての正当な刑罰上の目的に干渉すると合理的に判断した場合 はその裁量 行使として こ 権利 制限しうる。責任あ 監獄職員は、こうした点に脅威がある場合には 機先を制して合理的な手段を取ることが認められなければならな
（
108 ）
い。
　
このように多数意見は、監獄内の保安や秩序維持に関する職員 専門的判断を重視し、組合によるこれらへ 脅
威に職員が誇大に反応している場合でなければ 裁判所はそ 判断を尊重 して る。これに対して、反対意見は、在監者の結社の自由への制約 裁判所が盲目的に敬譲を示すことは許されず 監獄内の秩序等への切迫した相当程度の脅威が示されてはじめ これを規制することが許され としている。
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マーシャル裁判官の反対意見（ブレナン裁判官が加わる）
　
在監者への人権保障とその制約
　
囚人は 獄の門をくぐる 同時に、修正一条の権利を放棄しているわけではない。むしろ、法によって明示的
に、又は、必然的な意味において奪われている場合を除いて、全ての権利を維持している。したがって、修正一条の権利への制限が正当化されるのは、相当程度の政府利益、及び 州の目的を達成するために選ばれた手段が、個人の自由 不必要な制限ではないことが示されている場合である。　
確かに、監獄の外で認められている表現行為が、その内部においても当然に認められることにはならないが、修
正一条の権利 分析にとって基本 考え方は、言論への具体的な制約について、これを正当化 の理由が必ず存在しなければならず、単に囚人による言論行使であると うことだけでは十分ではない。多数意見は、この分析枠組みを拒否し、制約は 監獄の運営の目的に合理的に関連し かどうかのみを考察してい
（
109 ）
る。
　
専門性と盲目的な敬譲
　
現実の監獄の運営が複雑で難しく、職員が専門的知識を有していることは 多数意見に同意する。しかし、同様
の複雑・専門性は、学校や市 運営においても存在するが、その担当者の判断が合理 であると 理由だけで、裁判所による敬譲は払われてはいない。なぜ、これらと監獄と 別 ルールが適用され の 理解 きない。理性的な裁判所は、監獄の職員の判断に盲目的に敬譲を払うことは許され 。なぜならば、監獄職員の任務 秩序維持であり、表現への憲法上の保護につ て裁判所よりも認識し いないことはありうるからであ
（
110 ）
る。
　
組合活動がもたらす切迫・相当程度の脅威
　
多数意見は、組合のリーダーがその影響力を誤用し、組合そのもの 破壊 な共同行為を う虞があるとする。
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確かに、これらが全くの幻想であるとはいえないが、組合は監獄の中で建設的な役割を果たしてきた、とする職員の証言がある とも重要である。もしも、会合が、監獄の保安や社会復帰の機能にとって、切迫 た相当程度の脅威を及ぼしていないな ば、修正一条は、組合に対して自由に交際する権利を保障している。州が規制できるのは、会合 時・場所・方法であり、破壊行為が計画されないように監視することは きるが、会合すべてを違法とすることはできな
（
111 ）
い。
　
以上、在監者の自由への制約に関して、信教の自由以外が問題になった事件について紹介した。最高裁の内部に
対立はあるものの、大まかな流れとしては、合理的関連性という緩やかな審査基準 基づいて 問題を解決しようということである。その理由は、監獄の長の有する専門知識 責任にかんがみ 裁判所はその判断に敬譲 示すべきであるということに尽きると思われる。　
在監者であっても自由の保障が及ぶ一方で、在監者への適法な身体拘束は、必然的に、一般人とは異なる自由へ
の制約をもたらし、その目的の達成のために その長の専門的知識に期待しなければなら こと ついては、最高裁において争いはない。対立があ は、長 専門知識 責任を 由として、その判断への包括的な敬譲を認め、合理的関連性の基準により審査を行ってよいか、ということである。　
裁判所が、長に対して包括的な敬譲を払ってしまうことは、在監者の自由を侵害する危険をはらみ、むしろ時・
場所・方法等の視点から、きめ細か 検討がなされ べき するのが少数意見の立場である。そしてこの対立は証明責任にも及び、合理性が欠けて るこ 証明は原告にあるとする多数意見に対して 少数意見は、より制限的でない他の手段が存在しないこと 証明を被告に求めていくと うも である。
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結
　
語
　
以上、在監者の信教の自由を中心に、その規制の合憲性を判断する際の裁判所の審査基準について検討してき
た。最高裁の判例の流れは、監獄所長の判断に敬譲を示す、緩やかな審査基準により判断する傾向を示していると思われるが、こ 傾向もそ ほど確固たるものではなく、有力な反対意見を含みつつ、発展を続けていることは紹介したとおりである。他方、連邦議会は、審査基準に関して最高裁の多数 とは異なる考え方に基づく法律を定め、それが限定的ながらも最高裁によって違憲判決を受けると、再度、同様の厳格審査を求め 立法を行っている。　
裁判所は、判例法と連邦法律いずれに従って判断を下すべきであろうか。本来、憲法の人権保障及び裁判所の違
憲法令審査権は 政府権力による市民 自由への侵害・縮小を念頭に、これら 取消し・無効とすることが期待されていたところであろう。そこで、裁判所としては、自由を拡大す 方向の法律を憲法違反として無効とすることには、やや違和感が生ずるのではないか。また、議員 信教の自由 制約する方向よりも、これを拡張 立法を支持する方が大衆にアピールすると考え かもしれない。　
しかしながら、信仰の実践行為が他者に悪影響をもたらしうること、信仰を理由に一般的義務を免除することに
より、法令等 より追求しようとしていた社会全体の目的や利益に一定の支障を生じさせう との認識を疎かにてはならないと思われ 。ま 、宗教団体内部に どま 、宗教上の儀式であっても その内容 よっ はこれを規制しうるはずである。更に、監獄内の治安や秩序を保つ めの措置が、何らか 付随的な制約を信仰 及ぼすからといっ 、これが常に違憲となるとは考えられ の限界 ついては 監獄内 諸状況に通暁し、これ 責任
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ＲＬＵＩＰＡは、二つの領域において、信教の自由への侵害に対処しようとしている。ひとつは、宗教施設による土地利用を
宗教行為として扱い、個人の集会・礼拝の自由を保護しようとすること。もうひとつは、施設に収容されている者の宗教行為が侵害されないようにすることである。本稿においては、後者を中心に論じていくことになるが 前者 おいては、例えば、教会の新設や改築の申請が市当局によって拒否され、その宗教活動に相当程度の負担を生じた を宗教施設側が証明することができれば、その不許可は、やむ やまれぬ政府利益に役立っていること、更には、その不許可は、この政府利益を促進 ために利用できる最も制限の少ない手段であることを市当局が証明しなければならない。
See C
aroline R
. A
dam
s, T
he C
onstitutional V
alidity 
of the R
eligious L
and U
se and Institutionalized P
ersons A
ct of 2000
: W
ill R
L
U
IP
A
sʼ Strict Scrutiny Survive the Suprem
e 
C
ourt
sʼ Strict Scrutiny?, 70 F
o
r
d
h
a
m
 L
. R
ev. 2361, 2364-65 （
2002 ）. ［
hereinafter A
dam
s ］
（
2）　
H
olt v. H
obbs, 135 S. C
t. 853, 863 （
2015 ）.
を負う監獄所長の判断を尊重するのは当然と思われる。　
こうした、バランスを具体的現実的な事件・事実を通して培ってきたのが判例法理ではないだろうか。信仰の実
践行為に負担が生じれば、それが、やむにやまれぬ政府利益を実現することを「目的」とし、その達成のためには「より制限的でない他の手段」の存在を問題とする厳格審査は、信教の自由を広げる方向に、一方的に特化し、その実践行為が他者や社会に悪影響をもたらしうると 側面をやや軽視しているように思われる。そのためもあってか、厳格審査を求めるＲＬＵＩＰＡが適用される事件 おいても、被告が勝訴す 場合が多いとの指摘がなされ、その際に、原告が立証責任 担する「相当程度の負担」のハードルを高い所に設定していることなどは既に指摘したところである
（注（
74）、（
77）、（
78）
参照） 。連邦法律による厳格審査の基準も、判例法の考え方に影響されな
がらその意味内容が理解されつつ解釈適用されていくことと思われ 。
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（3）　
See id. at 865.
（
4）　
See id. at 865-66.
（
5）　
See id. at 866.
（
6）　
See K
elley v. Johnson, 425 U
.S. 238 （
1976 ）. この事件では、警察官の頭髪の長さや髪型の規制、ヒゲの禁止などが、修正一条
の表現の自由、修正一四条のデユー・プロセスを侵害すると主張されていた。多数意見は、修正一四条は実体的自由も保障するが、これに外観の自由が含まれるとした先例はないとし、他方、被告・郡は、市民の身体と安全を守るポリスパワーを有し、これに基づいて警察官の服装等に規制を加えることができる。裁判所は この郡の決定（手段）が、市民の安全等（目的）に合理的関連性を有しているかを審査するとし、結局、規制は有効であるとした。これに対して 二名 裁判官による反対意見は、外観選択の自由に関する先例が存在しないのは、この自由の存在に疑問の余地がないためであり、また、制服着用の警察官の髪型を自由したところで、警察官として市民が認識しづらくなるなど なく、従って 目的・手段と 間には合理的関連性は存在しないとする。この事件については 宮原均『日米比較
 憲法判例を考える［改訂版・人権編］ 』 （八千代出版、二〇一一年）二五―二七頁参
照。
　　
下級審の判決であるが、パトロール中の婦警によるイスラム教のスカーフ着用の禁止が、信教の自由に違反するかが問題になっ
た事件を分析するも して、
See A
lexandra M
arin, N
ew
 D
evelopm
ent: R
eligious D
iscrim
ination or E
ffective L
aw
 E
nforcem
ent? 
T
he A
ppeal of M
uslim
 P
olice O
ffi
cer to W
ear H
er K
him
ar O
n-D
uty A
w
aits D
ecision by F
ederal Judges: K
im
berlie W
ebb v. C
ity 
of P
hiladelphia, C
ivil A
ction N
o. 07-3081 （
M
arch 14. 2008 ） 10 R
u
tg
er
s J. L
aw
 &
 R
elig. 8 （
2008 ）. また、不当な困難が存在しない
ならば、信仰の実践 理由として雇用を拒否することを禁止した、一九六四年公民権法七条 適用された事例であるが、イスラム教のスカーフ着用が雇用者の定め ドレス・コードに違反しているとして雇用拒否が認められるか問題になった事件がある。
See 
E
E
O
C
 v. A
bercrom
bie &
 F
itch Stores, IN
C
., 192 L
. E
d. 2d 35 （
2015 ）. なお、空軍の軍人が制服着用時において、ユダヤ教の小帽
子ヤムルカを被ることを禁止しても、軍事上の必要性に関する敬譲を理由と て 最高裁は修正一条に違反しないとした。
See 
G
oldm
an v. W
einberger, 475 U
.S. 503 （
1988 ）.
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何が
com
pelling
にあたるかは難しい問題であるが、バーグは少なくとも公衆の安全、平和、秩序に関連しなければならず、
単に街の美観というのでは足りないとしている。
See T
hom
as C
. B
erg, T
he N
ew
 A
ttacks on R
eligious F
reedom
 L
egislation, and 
W
hy T
hey A
re W
rong, 416 C
a
r
d
o
zo L
. R
ev 415, 429 （
1999 ）. ［
hereinafter B
erg ］
（
8）　
そもそも最初の入所時、又は、定期的に、ヒゲを剃ることに同意が得られるのか、判旨からは明らかではない。
（
9）　
最高裁は、ヒゲと対比されるものを単純に並列しているが、それぞれについて規制対象とすることがふさわしいのかどうか、
検討の余地があるように思われる。たとえば、宗教上のヒゲと医療上のそれとは、前者が任意により、後者は不可抗力により、また、他者から受ける視線の受け止め方等には違いがあり、これらは規制の可否の判断に影響するように思われる。また、同じ意思に反する剃毛であっても、そ 対象が頭髪とヒゲとではやはり異なる。更に、物品 検査 関して、着脱の手間・時間等の点で、ヒゲと衣類等では異なると思われる。
（
10）　
リックスは、審査基準を大まかに三つに分類している。まず、最も敬譲を示すのが、合理的根拠の基準である。政府の行為が
正当な州の利益に合理的に関連しているかのみを問題とする。また、正当 目的とは、不快又は不合理でないものであれば足りる。攻撃者は、政府がその目的を、恣意的又は不合理な方法で達成しようとしているこ を証明する負担を負う。この基準 下では、裁判所は政府行為 多大な敬譲 払い、攻撃者は勝訴するこ はめったにない
unlikely to succeed 。次に、中間的な基準は合
理的根拠の基準と比較して、いっそう探索的な基準であ 政府は、自ら 行為 重要な政府の目的を達成すること 相当程度に関連していることについて 証明する責任がある。そして、厳格な基準は、政府がその行為を正当化しようと 際に掲げる目的に制限がなされ 。その規則が やむ やまれぬ州利益に役立つために必要であるこ 及びその目的を達成するために狭く定められていること、を証明する責任を政府が負担 ので
See E
thridge B
. R
icks, T
he G
ospel A
ccording to the W
arden: R
L
U
I-
P
A
, T
he F
irst A
m
endm
ent, and P
risoners
 ʼR
eligious L
iberty R
equests, 11 F
ir
st A
m
en
d. L
. R
ev. 542, 546-47 （
2013 ）. ［
hereinafter 
R
icks ］
（
11）　
この問題について、最高裁は、ＲＬＵＩＡＰによっても 監獄の保安維持についての判断は職員に認められていること 前提
に、第一に、監獄というコンテクストに目を覆って ならな 、第二 、囚人 違法行為をごまかすために宗教を利用してい
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職員が疑いをもった場合には、その信仰が真摯なものかを確かめることができ、第三に、真摯な信仰の場合でも、信仰を理由とする例外を認められていることをよいことにこれを濫用し、監獄のやむにやまれぬ利益を損うならば、その認められた例外を撤回することができる、とし ことが指摘されている。
See T
he Suprem
e C
ourt 2014 T
erm
: L
eading C
ase: F
ederal Statutes and 
R
egulations: R
eligious L
and U
se and Institutionalized P
ersons A
ct - R
eligious L
iberty-H
olt v. H
obbs, 129 H
a
rv. L
. R
ev. 351, 355 
（
2014 ）.
（
12）　
キルモンドは、信仰を理由とする一般的義務の免除に関し、最高裁の審査基準が次のように変化していると指摘する。まず、
信教の自由保護のために最も厳しい基準が用いられたの
W
isconsin v. Y
oder, 406 U
.S. 205 （
1972 ）及び
Shervert v. V
erner, 
374 U
.S. 398 （
1963 ）で、前者は、アーミッシュの社会に対して八学年を越えて子どもを学校に通わせることを強制できないとし
た。後者は、信仰を理由に退職した場合に失業補償を拒否することは違憲とされた。次に、
E
m
ploym
ent D
ivision, D
epartm
ent of 
H
um
an R
esources of O
regon v. Sm
ith, 494 U
.S. 872 （
1990 ）では、宗教活動にたまたま影響する中立的で一般的に適用される法律
に関しては厳格な基準を満たす必要はないとした。このスミス事件（一九九〇年）に反応して、連邦議会はＲＦＲＡを制定した。すなわち、個人の宗教活動に相当程度 負担をかける場合には常に、政府 やむにやまれぬ利益と最も制限 少ない手段について証明し ければならないとするもので、
Y
oder
事件（一九七二年）
 &
 Shervert
事件（一九六三年）の示す方向に回帰する意図は
明らかである。しかし、ＲＦＲＡは、連邦と州 双方 適用されることが意図されていたが、こ を州に適用する りにお て、連邦議会は修正一四条の権限を超えているとの最高裁判決が下っ （
C
ity of B
oerne v. F
lores, 521 U
.S. 507 （
1997 ） ） 。そこで連邦
議会は、この欠点を修正するため、ＲＬＵＩＰＡ 制定し、連邦資金 受けている州プログラムによっ 相当程度の負担が課せられた場合にのみ適用され と た。
See M
arie K
illm
ond, W
hy is V
accination different? A
 C
om
parative A
nalysis of R
eligious E
x-
em
ptios, 117 C
o
lu
m
. L
. R
ev. 913, 921-23. ［
hereinafter K
illm
ond ］また、樋口範雄『アメリカ憲法』 （二〇一一年、弘文堂）五四四
―四七頁は、宗教的行為 規制への憲法判断につ て、最高裁は規制 タイプを次の三つ 分けて審査を行っているとす すわち、①宗教的行為をターゲットと て規制するも 、②宗 的行為をターゲット ては な これ の 為を規制対象に含むもの、③宗教的行為に付随的な負担を課す結果となるも である。なお、スミス事件（一九九〇年） 紹介したものとして
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金原
恭子「信教の自由」樋口範雄ほか編『別冊ジュリスト
 アメリカ法判例百選』 （二〇一二、有斐閣）六〇頁、宮原・注（
6）
一五四頁以下。
（
13）　
信仰を理由として、一般的な法律の適用を免除されるという権利が修正一条によって保障されているとの視点から論ずるもの
として、
see P
hilip A
. H
am
burger, A
 C
onstitutional R
ight of R
eligious E
xem
ption: A
 H
istorical P
erspective, 60 G
eo. W
a
sh. L
. R
ev. 
915 （
1992 ）.
（
14）　
信仰を理由とする一般的義務の免除に関しては、従来 ら、最高裁によって活発に議論されている。本稿におけ 在監者の信
仰の自由の問題も、これらの議論の一部と考えられる。そこで、この点に関する最高裁の判例の流れを確認しておこう。最高裁は、比較的早い時期より 信仰と一般的義務の乖離について認識していた。そして、当初は、一般的義務の履行を優先する傾向があった。まず、信仰とそれに支え れた宗教行為 を区別し、後者への規制は許されうるとした。 夫多妻制が問題になったレイノルズ事件（一八七八年） （
R
eynolds v. U
nited States, 98 U
.S. 145 （
1878 ） ）において最高裁は、今日に至るまで、一夫多妻制が社
会にとって罪でなかったためしはないとし、法は 上の単なる信条や意見とは異なって、その実践行為には干渉しうるとする。例えば、宗教上、人間の「いけにえ」が必要であるとされ、夫が亡くなった際に、妻はその遺体を焼却する めの薪の上に横たわらなけれ ならないとすることを禁止することが政府 権限を超えてい とはだれも考えず（
see id. at 165-66 ） 、もしも、このこ
とを許してしまったら、宗教上 信条を国家の法よりも上位に据えるこ になり、全 の市民に、自分自身が法になることまで認めることに る、とし （
see id. at 167 ） 。 「いけにえ」と「一夫多妻」を宗教行為として同列に論じることには問題があると思わ
れるが、内面と外部行為を区別する考え方は重要であ 。リープもこの事件は、信仰と行為を区別したものと理解 、この考え方はおよそ一〇〇年間、最高裁 おい 支持されてき と
See Ira L
ipu, W
here R
ights B
egin: T
he P
roblem
 of B
urdens on the 
F
ree E
xercise of R
eligion, 102 H
a
rv. L
. R
ev. 933, 938-39 （
1989 ）. ［
hereinafter L
ipu ］この事件では、信仰に従った行為を禁止する
ことが問題となったが、逆 信仰に反する行為を命ずることが問題になる場合もある。ゴビティス事件（一九四〇年） （
B
oard 
of E
ducation of M
inersville School D
istrict v. G
obitis, 310 U
.S. 586 （
1940 ） ）では、小学校において、信仰に反して国旗への敬礼を
命ずることが問題になった。最高裁は次のよう 述べ この命令に違反 た児童に対す 放校処分を肯定した。すなわち、そ
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目的が宗教上の信条の制約することではない、一般的な法律については、良心の咎めがあっても、その遵守を免除されない。信教の自由保障の前提となる社会を維持するためには 人民の感情の結束が不可欠であり、国旗は国家統一のシンボルであり、これに対する意識に違いがあったとしても、それを乗り越えていく である（
see id. at 596 ） 。この事件では、自由の前提となる社会の
統一性が指摘され、そのためには人民の精神的な結束が必要であり、国旗はそのシンボルであることが強調されているが、時代背景が影響しているためか、個人 内面 自由と社会・人民意識の統一についてのバランスが、やや後者に傾い いるようにも思われる。ストーン裁判官の反対意見も、州 、子どもたちの最も深 宗教上 確信を侵害する感情を表現するよう 制しようとしている。この強制は、公教育に関する州権限の適切な行使として正当化される場合を除いて、個人の自由へ 侵害 して憲法上禁止されている とは否定できない、と批判している（
see id. at 601, Stone, J., dissenting ） 。しかし、徴兵等の国家の安全保障が問題
になると、信仰の自由への制約は認められ 傾向があ 。たとえは、徴兵等への良心的拒否を認める法律 適用範囲が問題になったジレット事件（一九七一年） （
G
illete v. U
nited States, 401 U
.S. 437 （
1971 ） ）では、当法律は、宗教的な儀式や行為に干渉する
ことを目的として ない。被告人 信仰にも される付随的な負担は 相当程度の政府利益によって厳格に正当化されてい 。軍事目的のために必要とさ マンパワーを確保すると 政府利益 憲法一条八節を根拠として連邦議会に認められているとしている（
see id. at 462 ） 。鈴木康彦『アメリカ憲法概説』 （二〇一二年、冬至書房）二五三頁も、最高裁は、軍隊における信教の自
由に関しては管理者の判断を尊重す 傾向 強いと指摘している。ところで、信仰 自分の子に影響することが少なくない。信仰を理 とする世俗的不利益を被ることについて、親と子は区別 考察される必要も生じてくる。プリンス事件（一九四四年）（P
rince v. M
assachusetts, 321 U
.S. 158 （
1944 ） ）では、州法により、未成年者が、路上で新聞や雑誌等の販売を行うこと、及び、
親がこれらの行為を未成年者に許可するこ が禁止・処罰されていたところ 子に宗教 パンフレット 配布させ たことが問題となった。最高裁は、子の保護や養育はまず親 認められ、そ 主要 機能や自由を州 妨害するこ できないとしつつも、未成年者の福祉に関する一般的な利益を守 ために、州がパレンスパトリエとして 親の子 対 支配に制限 課すことも可能であるとする。そして、民主社会が継続していく は、未成年者が市民と 十分に成熟し健全な成長を遂げ こと 前提であり、これを阻害する害悪に対処す ことは、州のポリスパワー 範囲内である （
see id. at 168-69 ） 。これに対し
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てマーフィー裁判官の反対意見は、州は、未成年者の宗教活動を規制する必要性・合理性について漠然と主張するだけでは足りずに、この点に関する積極的な証明をしなければならないとする。すなわち、未成年者の宗教行為を憲法上規制するためには、その行為が州又はその未成年者の健康、道徳、福祉に重大かつ切迫した危険がもたらされることの
convincing proof が存在しなければ
ならない。本件においては、こ 証明は全くなされてい い。宗教的な印刷物を配布する行為によってなんらかの害悪が生じてくるとの単 る可能性があるだけでは、信教の自由を制約するのに十分では い。親 その子に対する 教育が、そ 子に害悪をもたらすとの漠然とした可能性 責任を問われて らな とする（
see id. at 174-75, M
urphy, J., dissenting ） 。同様に、子の
学校教育が問題に ったのがヨ ダー事件（一九七二年） （
W
isconsin v. Y
oder, 406 U
.S. 205 （
1972 ） ）である。アーミッシュの信
者が、その子を第八学年終了後、公立又は私立の学校に通学させず、一六歳まで通学させること 求め 州法に違反したことが問題となった。この事件で最高裁は 州法は彼らの信仰 自由を侵害すると判断した まず、法律の執行により、彼ら 信仰の実践を破壊し いまで 、深刻 打撃をあたえてい とし 他方、政府が高校の義務教育 よっても ら 利益を アーミッシュはインフォーマル 職業教育を継続すると う 別 手段によって実施してきた。アーミッシュに例外を認める 、州によ 義務教育がもたらす利益にどのような悪影響を生じさせるか、一層具体的に証明する責任が 政府 生じている（
see id. at 234-36 ） 。逆
に、被告人は、たとえ一年ないし二年の義務教育を放棄しても、子の心身 健康 され 自律又は市民 ての義務 果たせなくなり また、社会福祉を実質的に損なうこ はならないこと ついて、納得のいく証拠によって示して るとした（
see id. at 
234 ） 。この事件では、信仰を理由に義務教育すべてが放棄されているのではなく、最後の二年ほどのみであり、この部分について
はアーミッシュ内部の教育活動によってその目的 達しうるとされ が重要 ある。こ 点 強調し るのが、ホワイト裁判官の同意意見（ブレナン スチュワート両裁判官加わる）であ 、義務教育 第九学年を終えたアーミッシュの子は、知的な面ではすでに問題なく 後 な 新しい学術的 スキル 習得できない状態ではない としている（
see id. at 238, 
W
hite, J., concurring, B
rennan and Stew
art, J.J. join. ） 。その一方でダグラス裁判官の反対意見は、親の信仰と子の信仰の自由とが
混同され、後者に対する考察が不十分であることを指摘する しも、アーミッシュの子が高校に通いたいと思い、また その考えを尊重するのに十分に彼が成熟しているならば 親が宗教上の理由か れ 反対しても 州は これを凌駕することができる
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としている（
see id. at 242, D
ouglas, J., dissenting in part ） 。信仰を理由とする世俗的義務の不履行が問題となったものとして、日
曜閉店法に関する事件がある（この種の法律は、宗教的迫害を逃れて、アメリカの植民地にやってきた人々によって当初から制定された法律の一つであるとされる。
See N
ote, State Sunday L
aw
s and the R
eligious G
uarantees of the F
ederal C
onstitution, 73 
H
a
rv. L
. R
ev. 729 （
1960 ） ） 。ブラウンフェルド事件（一九六一年） （
B
raunfeld v. B
row
n, 366 U
.S. 599 （
1961 ） ）で最高裁は、世俗
目的を達成する によって信仰に付随的に影響を及ぼすことは許されるとした。ペンシルベニア州法は、列記された様々な商品を日曜日に販売 こ を禁止・処罰していた。原告はフィラデルフィアの小売商であるが、その信仰により 金曜の夜から土曜の夜まで、営業することができなかったので、この法律の執行を差止める
perm
anent injunction
を求めて訴えを提起した。最高
裁は、宗教の実践 、間接的にのみ負担をかけ、その行為自体 違 としていない法律 無効とすることは、立法者の機能する領域を過酷に制限することになる した（
see id. at 606 ） 。すなわち、州がその権限内において一般的な法律を定めて規制を行ない、
その目的及び効果が州の世俗的 目 を促進する場合、宗教へ 間接的な負担が及んでも、州がそう 負担をかけない手段によって目的 達成することができないならば、有効であ と
see id. at 607 ） 。更に、カルダー事件（一九八四年） （
E
state 
of T
hornton v. C
alder, IN
C
., 472 U
.S. 703 （
1985 ） ）において最高裁は、労働者に宗教上の安息日に欠勤の自由を認める州法は、政
教分離に違反して無効であるとしている。州法は、労働者の自らの選択する安息日に いっさい出勤しないとの絶対的な権利を認め、使用者又は他の労働者の利益や便宜を一切考慮していない。他のすべての利益を超えて、労働者の特定の安息日の遵奉という利益に 譲ることなき力点を置くことによって、この 律の主要な 果は、特定宗教を許されざる程度にまで助長しているとした（see id. at 709-10 ） 。更に、正当な失業に支払われる給付金に関して、安息日を理由とする欠勤がこれに該当するかの問題を生じ
させている。最高裁は、該当しないとして給付を拒否す とは信教の自由を侵害 判断する傾向がある（ れにつ ては注（
32）参照） 。一般的義務と信仰の乖離については、動物の虐待を禁止する法律によって宗教的儀式としての「動物のいけにえ」が
規制される場合にも問題にな 。ハイアリーア市事件（一九九三年） （
C
hurch of L
ukum
i B
abalu A
ye, IN
C
. v. C
ity of H
ialeah, 508 
U
.S. 520 （
1993 ） ）において最高裁は、本条例は信教の自由を侵害すると判断した。すなわち、公衆の健康を守り動物虐待を防止す
る政府の正当な利益は、本件の「いけにえ」すべ を禁止するよりも限定的な方 によって、達成するこ が可能である（
see id. 
信教の自由への規制と審査基準〔宮原　均〕
（54）359
at 542 ） 。また、本条例は、宗教上の犠牲という、ごくわずかな動物殺害を規制対象としながら、宗教と無関係な多くの殺害につ
いてはその対象としていない点で過小包摂である、としている（
see id at 544-45 ） 。この事件について、バーグは、市は、公衆の
健康と動物へ 虐待防止と う利益に基づいて立法しているとし、最高裁は、これらが抽象的にはやむにやまれぬ利益であることを否定していないが、この条例のコンテクストにおいてはやむにやまれぬとは言えず、また、仮にそうであったとしても狭い言葉で定められて ないとした（
see B
erg, supra note 7, at 426 ）。同様にマーセッド事件（
M
erced v. K
asson, 577 F
.3d 578 （
2009 ） ）
においても、動物の けにえを禁止する条例が厳格な審査により違憲 されている。なお 宗教活動の自由 関する判例の流れを簡潔 まとめるものとし 、阿部竹松『アメリカ憲法［第
3版］ 』 （二〇一三年、成文堂）五〇六―〇八頁、松井茂記『アメリカ憲
法入門［第七版］ 』 （二〇一二年、有斐閣）三三六―四三頁。
（
15）　
オレゴン州では、医師による処方なく、故意に規制薬物を所持することが禁止され、何が規制薬物に該当するかについては、
連邦規制薬物法に列記されているも とされ ペヨーテもその一つ ある。違反に 重罪が科せられる。
（
16）　
See Sm
ith. 494 U
. S. at 878-79.
（
17）　
See id. at 881-82.
（
18）　
Sm
ith, 494 U
.S. at 883.
（
19）　
See id. at 883.
（
20）　
See id. at 884.
（
21）　
Sm
ith, 494 U
.S. at 888.
（
22）　
See id. at 893.
（
23）　
Sm
ith, 494 U
.S. at 894.
（
24）　
Id. at 895.
（
25）　
See id. at 900-01.
（
26）　
See id. at 909-10.
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（27）　
See id. at 910-11.
（
28）　
See id. at 911-13.
（
29）　
See id. at 916-17.
（
30）　
憲法上の自由の放棄等を、一定の利益を付与・拒否のための「条件」とすることが認められるかという議論
unconstitutional 
conditions
がある。ここで問題となっている、信仰を理由とする勤務拒否と失業補償の受給もこの議論の枠でとらえることが可能
であろう。
See N
ote, U
nconstitutional C
onditions, 73 H
a
rv. L
. R
ev. 1595 （
1960 ）.
（
31）　
これらは、信仰を理由とする一般的義務の免除を行わないことが修正一条に違反するか、という議論であるが、逆に、一般的
義務の免除を行 ことが憲法上、政府に義務づけられているか、という議論も可能である。バーグは、この点についての最高裁の判断にかかわらず、政府は免除を認める立法を行うことは可能である している。
See B
erg, supra note 7, at 433.
（
32）　
多数意見と反対意見の双方がその見解の根拠としている先例について、紹介しておく。
　　
トーマス事件（一九八一年） （
T
hom
as v. R
eview
 B
oard of the E
m
ploym
ent Security D
ivision, 450 U
.S. 707 （
1981 ） ）
　　
原告は、ある会社で、様々な工業目的に用いる鉄鋼板を製造する部署で働いていたが、入社に際して、自らが「エホバの証人」
の信者であること、聖書を読み研究する を趣味としていることを会社に伝えていた。 かし、一年後、この部署が閉鎖されたため、戦車の回転式砲塔を製造する部署に異動することになった。彼は、武器の製造は信仰に違反すると主張したが、会社からは、武器製造とは無関係な部署は提示されなかったので、結局 退社した。そして、インディアナ州法に基づいて 失業給付金の申請を行ったが拒否された。その理由は、原告の失業が、受給の要件である「仕事に関して生じた正当理由」
good cause
に該当
していないからであった。そこで、原告 これを争ったが、原審・インディアナ州最高裁は 州法は「個人的な理由で任意に仕事をやめた者を救済することを意図していない」とし、原告はあくま 任意に退職したと判断 た。そし 、原告への支給を拒否することは、信教の自由に間接的な負担を及ぼすにとどまり、この負担を及ぼすことは、失業給付金に関する財源を確保し、労働者が個人的な理由で仕事 やめないように奨励して労働環境を堅固 ものと 正当な州利益によって正当化される た。最高裁は、これ 破棄した。
信教の自由への規制と審査基準〔宮原　均〕
（56）357
　［判
　
旨］
　
州が、重要な利益を享受するために、信仰によって禁止されている行為を行うことを条件とする場合、又は、信仰に
よって求められている行為を行ったために、そうした利益が得られなかった場合、信仰への負担が存在するといえる。この強制は間接的なものかもしれないが、それにもかかわらず、信教の自由に対する相当程度の侵害を及ぼす（
see id. at 717-18 ） 。州による
信教の自由への制約が正当とされるのは、その制約が、やむにやまれぬ州利益を達成するための最も制限的でない手段であ ことが証明されている場合である。このことが意味するのは このような最高度の のみが、信教の自由への正当な主張を凌駕すこと できるということである（
see id. at 718 ） 。州法が、受給資格を制限している理由は、次の二つを避けるためである。第一
に、個人的理由で仕事をやめた者に受給を認め ならば、広範な失業者が生じて資金が足りなくなること、第二に、使用者は労働者の信仰について詳細に調べ ければならなくなること、が挙げられている。しかしなが 、失業給付金を受給するか 又は、信仰に忠実であるかのディレンマに悩む労働者の数が非常に多く これに受給を認める らば、広範 失業者を生じさせ と 証拠は存在しない。同様に、原告と同様の立 ている州において 使用者 よる労働者の信仰調査―そのこと自体問題があるが―が生じているとの証拠はな し、信仰を理由 して仕事をやめ 労働者の数 非常に多いため、使用 が労働者 宗教を調査していると考える理由はない（
see id. at 718-19 ） 。
　　
この事件では、州法による、失業給付金を受給するためには、失業が「正当理由」に基づくことが要件とされていたが、これに
「信仰」が含まれるのか問題になった。そして、州の説明は、州法の趣旨は「個人的な理由」から仕事をやめた労働者は救済されず、この理由には「信仰」も含まれるとし、したがって、信仰を理由 仕事 や た場合 は「正当理由」にはあたらず、受給資格は認められないとした。
　　
最高裁は、給付金の受給という世俗の利益と信仰との間にディレンマを生じさせていることを重視し、厳格な審査、すなわち、
やむにやまれぬ州利益を促進するために、信教の自由への制約は最小限度 とどめられているかどうか 審査するとした。そて、州利益として①広範な失業者の発生防止 ②使用者によ 労働者の宗教調査 防止 挙げられた。しかしなが 、これらの利益が「やむにやまれぬ政府 」に該当するのかどうか、 つ て 審査は十分ではない。 ぜ ば、 二つの政府利益がそもそも存在していない、との判断から結論が示されているからであ 。すなわち、 「ディレンマ」 生じて 失業者の数 多
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く、これを「個人的理由」ではなく「正当理由」として失業給付金の受給を認めるならば、資金面から制度が破たんし、また、同様に、使用者は、拠出金の負担を避けようとして、労働者の信仰調査を執拗に行うとの弊害が生じる、という事実は存在せず、したがって これを避けようとする政府利益が やむにやまれぬ利益」であるかどうかについての審査はほとんどなされていない。その結果、手段である「失業給付金の拒否」とい 信仰への間接的な影響が、果たして「最小限度 制約」といえるのかも問題とされていないように思わ る。最高裁は、不利益 判断を及ぼす前提と る事実が存在 いないことを理由として、処分の効力を否定したにすぎず、この と 厳格な審査以外の、より緩 かな審査によっても同じ結論をもたらした も考えられる である。そこで、こ 判決の理解として、信教の自由への間接的な影響を及ぼす場合にも、厳格審査が及ぶ、 姿勢 示さ たが、実際の事件解決にはこの審査は用いら ておらず、こ 審査方法 、どこまで有効であ かは必ずしも明らかでは い。そのこもあってか、最高裁は、後 スミス事件（一九九〇年）において 同様の失業給付金 関す 問題について、厳格審査を用いることなく判断を下している。
　　
シャーバート事件（一九六三年） （
Sherbert v. V
erner, 374 U
.S. 398 （
1963 ） ）
　　
原告は、宗教上の理由から、安息日である土曜日に仕事をしなかったところ解雇され、他の職が得られなかったので、サウスカ
ロライナ州法に基づき、失業補償金の受給申請を行なったが、拒否された。そ 州法に れば、受 資格は、仕事の能力があって、就職可能
able to w
ork and available for w
ork
の場合に認められ、就職可能な適当な仕事が提供されているにもかかわらず、
正当な理由なく、これを拒んだ場合には、受給資格は認められな というものであった。そして、原告が、信仰を理由に土曜日の勤務を拒んだことは の正当理由には当らな と判断し 。この判断は、原審・州最高裁におい も支持されたが、最高裁は破棄し差戻した。
　［判旨］
　
原告の自由な宗教行為に対して、付随的な負担を課すことを正当化できるのは、州が憲法上の規制権限内の事項に制限を
及ぼす、やむにやまれぬ州利益が存在する場合である。まず、本件においては 原告 刑事制裁によって、週六日はたらくように直接強制されているのではなく、州が一般的 立法権限を有する福祉立法により 間接的な不利益が原告に生じている。し しながら、法律の目的又は効果が、宗教に従う と 侵害し 又は 宗教間 差別を行う らば、及ぼされる負担が、単に間接的で
信教の自由への規制と審査基準〔宮原　均〕
（58）355
あったとしても、憲法上無効となる（
B
raunfeld v. B
row
n, 366 U
.S. 599 （
1961 ） ） 。原告が受給できないのは専ら信仰が理由であ
り、信仰を捨てなければならない の圧力がはたらいているのは明らかである。この法律により、信仰に従い受給の利益を失うか、又は、仕事を受け入 て信仰を捨てるか、いずれかの選択が強いられているのである（
see Sherbert, 374 U
.S. at 404-05 ） 。ス
パイザー事件（
Speiser v. R
andall, 357 U
.S. 513 （
1958 ） ）で当裁判所が強調したことは、公的な利益を条件つきとし、その条件が
修正一条の自由の行使 禁止・抑制するならば支持できないということである。この事件では、政府に忠誠を誓うことを条件に免税されることが問題にな ていたが、この条件は無効とされた。こうした免税措置をとることは州の義務ではないが、 うした条件を示すことが、修正一条の表現の自由を不可避に抑制す とし （
see Sherbert, 374 U
.S. at 406 ） 。次に、この法律の受給資格制
限により得ら 、やむにやまれぬ州利益によっ 、原告の修正一条の権利へ 制限を正当化できるかが問題となる。この制限ともっともらしい州利益への合理的関連性が示されるだけでは不十分である（
see id. at 406 ） 。土曜の仕事は、宗教上禁止されてい
ると装う不届き者が、虚偽の受給申請を なうこと 失業補償 資金 減少し、また、使用者が日曜の仕事を手配するとを妨げられるとする。しかし これらは単にその可能性があるというだけ 、本件ではそ 可能性は てはまらない（
see id. at 
407 ） 。
　　
ハーラン裁判官の反対意見（ホワイト裁判官が加わる）
　　
本件の法律は、一九三六年に、大恐慌から生じた深刻な社会的経済的問題に対処するために立法された。任意によらない失業が
一般的に懸念され、したがって純粋に個人的な理由から仕 手にすること でき かった、又は できなくなっ 者を救済す意図は明らかに存在していない（
see id. at 419 ） 。州最高裁は、この明文の目的に従って法律を適用してきた。個人的な自由が宗
教上の核心か 生じてきた う事実は、この法律の州裁判所による適用とは全く無関係である。州が、その信仰を理由として原告を差別したとはいえない。原告の受給の利益が拒否されたのは 他のど 申請者も個人的な理由 仕事をしな ために受給資格を否定されているのと同 である（
see id. at 420 ） 。多数意見によると、州は、宗教的な動機のない者と宗教上の動機がある者
を区別して、後者に経済的な援助を行う義務があるこ な なが 宗教的 行為を選び出して特別な扱いをするこは、州に課せられた憲法上の限界 違反す 可能性 ある（
see id. at 422-23 ） 。
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フレイジー事件（一九八九年） （
F
razee v. Illinois D
epartm
ent of E
m
ploym
ent security, 489 U
. S. 829 （
1989 ） ）
　　
原告は、信仰に反して日曜日に出勤が必要な仕事を拒否し、失業補償の申請を行ったが拒否された。原審イリノイ州控訴裁は、
原告は、確立した宗教団体や教会のメンバーではない、その信仰は、確かに真摯なものではあるが、個人的なものであり、日曜の出勤を拒む正当な理由とはならないとした。最高裁 これを破棄し、差戻した。
　［判旨］
　
仕事をしない理由が、確立した宗教団体の教義に基づいていないという理由で失業補償金の支給を拒否することは、信教
の自由と政教分離に違反する。シャーバート、トーマス、ホビーの先例は、仕事を ないことを宗教が求めているとの真摯な信条を有していたことが前提であって、それぞれの原告が、特定の宗教団体に所属していることは考慮されていない（
See F
razee. at 
832 ） 。確かに、特定の宗教団体の信者であることは、真摯な信仰を有していることを容易に解決させる。しかし、特定の宗教団体
の命ずるところに従っていなければならないことを修正一条は求めていない。原告の信条の真摯さや宗教上の性質は、問題とされてこなかったのである。これらは、受給の利益を原告の信教の自由へ及ぼす負担の正当理由とはならない（
see id. at 833 ） 。日曜
勤務が生活習慣となっている とは、正当な信教の自由の主張を凌駕する めの やむにやまれぬ州利益とはいえない。なぜなら、原告の主張が通 、日曜に労働者 雇用 き くなる 大きな流れが生じる、と 証拠はないからである 失業給付金の受給資格とし の「正当理由」に宗教上の理由が含まれるのか問題となる。最高裁は信仰を重視し これに該当するとの判例法を形成してきた、とした（
see id. at 835 ） 。
（
33）　
スミス事件（一九九〇年）は、信教の自由に関する先例を変更したものであるか議論がある。特に、シャーバート事件（一九
六三年）は、やむにやまれぬ政府利益テストを用 最初の事件 り、ヨーダ 事件（一九七二年） も テストが用い れているからである。この点について、スミス事件（一九九〇年）はこの二つ 事件を区別して るとの指摘がある すなわちシャーバート事件（一九六三年）で「やむにやまれぬ政府利益」テストが用い れているが、政府の失業対策 場面に限定さ個々的な適用除外の制度を設置している場合に、宗教上の理由をやむにやま ぬ理由 くしてこの適用除外から排除す とは許されないとした事件であり、ヨーダー事件（一九七二年）は 信教の自由だけでなく、自分の子供 教育す 親 権利も含まれていたとする。
See A
dam
s, supra note 1, at 2369.
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（34）　
なお、これらの意見では直接に言及されていないようであるが、原告が解雇されたのは薬物リハビリ団体であったことは重要
であると思われる。薬物使用の撲滅とその救済を目的とする団体の職員が、宗教儀式とはいえ、自らこれを摂取していたことの意義は少なくないと思われる。しかし、この事も、解雇が有効であるか 議論において重要であって 失業者へのケアをどのように行なっていくのか、財政面との関わり 中で 考察をいかに行うかとは、ひとまず別の議論と思われる。
（
35）　
アダムスは、ＲＦＲＡを制定した議会の意図は、シャーバート事件（一九六三年）とヨーダー事件（一九七二年）で定められ
た「やむにやまれぬ利益」テストを維持し、宗教活動に相当程度の負担がもたらされているならば、すべての場合にこのテストを適用しようとするもの 指摘す
See A
dam
s, supra note 1, at 2372. また、アリスティンは、ＲＦＲＡは、信教の自由条
項についての裁判所の理解に反して 議会の見解に沿って法効果を認めるように裁判所に命じている法律であるとしている。
See 
W
illiam
 W
. V
an A
lstyne, T
he F
ailure of the R
eligious F
reedom
 R
estoration A
ct U
nder Section 5 of the F
ourteenth A
m
endm
ent, 
46 D
u
k
e L
. J. 291, 309 （
1996 ）.
（
36）　
この事件を紹介するものとして、拙稿「連邦議会の立法権限」
樋
口範雄ほか編『別冊ジュリスト
 アメリカ法判例百選』 （二〇
一二年、有斐閣）一〇頁、小林祐紀「信教 自由と司法権の優位」大沢秀介・大林啓吾
 編『アメリカ憲法判例の物語』 （二〇一四
年、成文堂）五九七頁。なお 栗田佳泰 宗 」大沢秀介・大林啓吾編『アメリカの憲法問題と司法審査』 （二〇一六年、成文堂） 五九頁以下において、スミス事件（一九九〇年）を起点に、そ 前後の判例の流れが整理されている。
（
37）　
See  C
ity of B
oerne v. F
lores, 531 U
.S. 507, 516-17 （
1997 ）.
（
38）　
See id. at 518.
（
39）　
See id. at 518.
（
40）　
See id. at 519.
（
41）　
See id. at 518.
（
42）　
See id. at 526.
（
43）　
See id. at 519-20.
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（44）　
See id. at 529.
（
45）　
See id. at 532.
（
46）　
See id. at 532-33.
（
47）　
See id. at 532-35.
（
48）　
See id. at 535.
（
49）　
アダムスによるバーニィ事件判決の理解も、ＲＦＲＡは一四条五項の議会権限を超えており、州に適用される限りで違憲であ
る、ということである。その根拠として最高裁の指摘するところは、ＲＦＲＡの救済は、示された害悪にとって釣り合いのとれたものではなく、一般的に適用される法律に対しても「やむにやまれぬ州利益」テストを用いており、スミス事件判決を相当程度に変更しているため としてい （
See A
dam
s, supra note 1, at 2371. ） 。
（
50）　
連邦議会の執行権限が救済的及び防御的であり、こ 権限に限界が内在していることは修正一四条に関する当初の判例におい
て確認されている。
C
ivil R
ights C
ases, 109 U
.S. 3 （
1883 ）において、最高裁は、執行条項は、連邦議会に対して、市民の権利に関
し一般的な立法を行う権限を認めていな 。州によ 、攻撃的な行為に対して救済を与える権限とは異なって 生命 自由、財産に関 て一般的な立法を行うこ は憲法に違反するとしている（
see B
oerne, 531 U
.S. at 524-25 ） 。
（
51）　
South C
arolina v. K
atzenback, 383 U
.S. 301 （
1966 ）において強調されたことは、執行条項の下で連邦法律の合憲性を判断す
る場合、背景となる歴史的経験に照らして判断され ければならな いうことである。この事件で 連邦法律である一九六五年投票法が 修正一四条五項に違反 な とされたが、この法律は、読み書きテストが依然として残存・蔓延的に使用され、投票における差別 ずっと盛んに行われてきている領域に焦点を絞って、救済を行おうとしていると認定されたからである。他方、O
regon v. M
itchell, 400 U
.S. 112 （
1970 ）において、最高裁は、連邦議会が、州やローカルの選挙で選挙年齢を二一歳から一八歳
に引き下げる立法を行うことは、その執行権限 踰越している 判断した
see B
orne, 531 U
.S. at 526-27 ） 。また、アダムスに
よるとバーニィ事件は「違憲である蓋然性 高い状況」に関して 宗教団体 対す 差別的 実務が繰り返されている とpattern or practice
が重要であり、ＲＦＲＡはこれを妨げるものとは理解できないので、救済的な立法とはいえないとした、とす
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る。また、手段と目的との間の均衡性又は調和性
proportionality or congruence
が必要とされるが、この点も
pattern or practice
の観点から説明できるとする。そ 例として
G
arrett
事件（
U
niversity of A
labam
a v. G
arrett, 531 U
.S. 356 （
2001 ） ）では、連邦
議会は身障者法を制定す にあたり、州が、身障者に対して雇用の面で不合理な差別を繰り返してきたとの認定を行ってはいなかった。他方、
K
atzenbach
事件では、アフリカ系アメリカ人を選挙人名簿に登録させないために日常的にテストを行うという点
で、州が違憲な行為を繰り返してきたこ は明らかである、と指摘している（
see A
dam
s, supra note 1, at 2671-73 ） 。
（
52）　
C
ity of B
oerne, 531 U
.S. at 514.
（
53）　
See id. at 546-47. 
（
54）　
See id. at 547.
（
55）　
この点について、アリスティンは、連邦議会は、最高裁の判例を変更する責任や権限があるのか、という問いかけになって表
れる。しかしながら、連邦議会は修正一四条五項に基づいて、州による連邦憲法違反を救済し又はこれを防止する権限があるが、連邦議会が対処 ようとしたこと 、真に憲法違反であるのかの問題は 裁判所の問題である、とする。
See A
lstyne, supra note 
35, at 314.
（
56）　
リックスは、ＲＦＲＡは、新しい憲法上の基準設定をしようとしたために、修正一四条を通して州に適用す ことが許されな
かったが、連邦政府に関 ては未だ有効 ある、としてい
See R
icks, supra note 10, at 566. またバーグは当初より、バーニィ
事件（一九九七年）以後もＲＦＲＡは連邦に適用される限りは有効であろうと指摘していた。
See B
erg, supra note 7, at 415-16.
（
57）　
See G
onzales v. O
 C
entro E
spirita B
eneficente U
niao D
o V
egetal, 546 U
.S. 418, 432 （
2006 ）.
（
58）　
See id. at 433.
（
59）　
See id. at 436-37.
（
60）　
この事件では、ＲＦＲＡの厳格基準に基づく予備的差止の証明責任についても言及されている。政府は、予備的差止のような
トライアル前の救済を得るためには 申立人が本案における勝訴の可能性を証明し、やむにやまれぬ政府利益の存在を否定しなければならないとしたが、最高裁は、政府が、厳格審査の下で勝訴の可能性を示せなかったならば、予備的差止は認められ とし
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た。すなわち、申立人の提案する、より制限的でない手段によっては、法律を執行するよりも効果が少ないことを政府が証明する必要があるとした（
see id. at 428-29 ） 。
（
61）　
B
urw
ell v. H
obby L
obby Stores, IN
C
., 134 S. C
t. 2751 （
2014 ）については、小林祐紀［
2015 ］アメリカ法一三九頁以下。な
お、信仰を理由に、保険税の支払い等を拒否できるのか問題と ることがある。こうした社会的システムが機能するためには、構成員全員の参加が重要であり、例外を認めることによりシステムの破たんをもたらす可能性があるだけに難しい判断が求められる。最高裁は、システムを維持するために信仰への付随的影響が及ん も、修正一条には違反 ないと判断する傾向がある。この点について詳細に検討され リー事件（一九八二年） （
U
nited States v. L
ee, 455 U
.S. 252 （
1982 ） ）を紹介しておこう。原告はアー
ミッシュの信者であるが、農場主及び工務店主でもあり、何人かのアーミッシュの信者を雇用し いた。原告は、使用者に求められる社会保険税の支払い等を行っていなかった め、未納付の二万七千ドルの支払いを求められた。しかし、この社会保険税の支払いは、原告及びそ アーミッシュの労働者の修正一条の権利を侵害 として訴えを提起した。原審は、社会保険税 失業保険税を課すことを定める法律は、原告に適用される限りにおいて違憲である 判断 た。アーミッシュは、年長者及び貧窮者に施しを行わないことは罪とされて るので 国家 社会保障制度には宗教上反対しているとした。なお、この法律は適用除外条項 設け、その対象となるのは、宗教上、私的・公的保険の利益 享受を禁止され、そ 利益 享受に反対して る場合である。適用除外を受けるためには、全ての社会保険 利益を受ける権利を放棄すること 及び 宗教団体がその信者に対して十分な生活必需品を提供しているこ であ 。最高裁は本法律 違憲とする原審 判断 破棄した。法律の明文で定める適用除外は、自営業に限定されている。宗教 負担を課すことすべてが違憲とな わけではない。州 宗教上 自由を制約する場合に それを上回る政府利益 達成す のに不可欠
essential であることを示すことによって、これを正当化することができる（
see id. at 257-
58 ） 。社会保険制度は、全土にわたり包括的な保険システムにより、加入者に様々な利益を提供している。このシステムが機能す
るためには、使用者・労働者から 強制的 徴収が必要であり、強制的 加入を求め ことが 財政面 健全化す ため 不可欠であ 。任意の加入制度によっては、この安定性は掘り崩されてしまう（
see id. at 258 ） 。アーミッシュの信条を受け入れること
は、政府の利益を満たすため 不当な干渉とな かが問題である。ブラウンフェルド事件（一九六一年）
B
raunfeld v. B
row
n, 
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366 U
.S. 599 （
1961 ） ）では、包括的な社会保険制度の持つ価値と、宗教を理由とする適用除外を認めることとの間にバランスがは
かられねばならないとした。多様な信条・信教の自由を保障する社会を維持するためには、ある種の宗教の実践行為は、共通の善に道を譲らなければ らない。宗教上の は受け入れられるが、その受容が、立法者の機能する領域を著しく制限する場合もある（
see L
ee, 455 U
.S. at 259 ） 。包括的な社会保険システムに、多様な宗教的信条からする数多くの例外を認めることは困難であ
る。所得税と異なって、法律の定めるプログラムを推進することのみに支出される、目的税だからである（
see id. at 260 ） 。
　　
同様の判断はボーエン事件（一九八六年） （
B
ow
en v. R
oy, 476 U
.S. 693 （
1986 ） ）においてもなされている。原告は、貧困家庭
への援助を申請したが、援助を受けるための条件として、この援助プログラムを実施するために利用される社会保障番号 提供しなければならなかった。原告はその提供を拒否した その理由は、彼らの二歳 娘 社会保障番号を取得すること 彼らのネイティブ・アメリカンの宗教 違反するからである。その結果、子に対して支給さ る援助は打ち切られ、原告世帯に配られていた食糧切符のレベルは下げられ そこで原告は、修正一条 信教 自 により、社会保障番号提供の義務は免除され とし、その提供の命令の差止及びその他 救済を求めて訴えを提起した。原審は 社会保障番号が提供さ なくとも、効率よく虚偽を防止するシステムを維持する公共の利益は得られるとし、原告の娘 名前で発行された社会保障番号の使用 禁止し その提供を拒んでいることを理由として、原告へ 援助を拒んではな ないとした。最高裁は、この判断を破棄し差戻した。バーガー首席裁判官の意見（単独）は、先例は、信条は絶対的 保障を受けるが 行動についてはそうではないと 両者を区別してきたことを強調する（
see id. at 699 ） 。また、バーガー首席裁判官の意見（パウエルとレンキスト各裁判官加わる）は、政府との関わりの中での条
件を決定することを一方的に、自動的に決定する権利が、信仰の自由に与え れ い と いえず、宗教へ 負担すべ 違憲いうわけではない、 する（
see id. at 702 ） 。本件の社会保障番号の提供は、宗教的観点からみて完全に中立であり、一様に適用
されている。特 の宗教的信条を差別し、これを抑圧しようとす 議会の意図は い。本件の要件 援助申請 している者にディレンマをもたらすかもしれない。しか 制裁のおそれ ために 宗教上の行動 妨げられたり、また、信仰に反 行為を行うように積極的に強制されてはい むしろ 政府から 受けよう する 全て 者を拘束 ている条件 従うこと拒んでいるのは、原告であ
see id. at 703 ） 。政府による強制なく、その文面上、中立で、一様に適用される法律によってもた
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らされる利益が得られないことは、刑罰の脅威によって、宗教上の行為への積極的な強制又は禁止を行うこととは完全に異なる、より制限の少ない性質のものである。すなわち、一様に適用される法律によって政府が認めている利益が否定されるのは、信教の自由の侵害とはならないとする が最高裁の先例であるとしている。そして、その先例について次のように整理しているので要約、整理しておこう。ハミルトン事件（一九三四年） （
H
am
ilton v. R
egents of U
niversity of C
alifornia, 293 U
.S. 245 （
1934 ） ）で
は、大学のカリキュラムの一つとしての軍事コースを、宗教上の理由から拒否することが可能であるかが争われたが、最高裁はその主張を退けている。原告学生は徴集されて、大学に通っているわけではない。州が提供する教育を求め いながら、宗教上の信条を理由として 特定のコースの排除を主張 いるのである（
See B
ow
en, 476 U
.S. at 704 ） 。バーネット事件（一九四三年）
（
W
est V
irginia B
oard of E
ducation v. B
arnette, 319 U
.S. 624 （
1943 ） ）では、国旗への敬礼が問題になっていたが、ハミルトン事
件（一九三四年） は区別され、憲法上 主張が支持さ た。政府による強制の有無が、両者を分けてい 。政府による と政府利益に関する条件とを区別する考え方を強調するの シェンプ 件一九六三年（
A
bington School D
istrict v. Schem
pp, 374 U
.S. 
203 （
1963 ） ）のブレナン裁判官の意見である。ハミルトン事件（一九三四年）では大学への任意の出席であったが、バーネット事
件（一九四三年）の場合は、小中学校への強制的な出席が問題になっ おり、 の区別は繰り返し強調されてきた（
See B
ow
en, 
476 U
.S. at 705-06 ） 。政府利益を確保するか、それとも信仰に固執するか、両者の選択を間接・付随的に求める政府規制は、信仰
に基づく活動に対して刑罰を科す政府活動とは完全に異なっている（
see id. at 706 ） 。政府は今日では広範な利益を提供している
が、同時に、ある種の条件や制限を必要とする複雑なプログラムにならざるを な 。ある状況では、個別的な考察のためのメカニズムが増大するが、全ての申請者 同じように扱いたいとの政府による政策判断、及び こうした条件や 限に対 、そ ぞれの宗教から真摯 反対していること ついて、ケース・バイ・ケースでは対応したくないと 政策判断にも 相当程度の敬譲がなさ るべきである（
see id. at 707 ） 。社会保障番号が、正当で重要な公衆の利益を促進していることは明らかである。この利益
を与えるプログラ において 欺瞞をさけることが重要な目的であるこ は疑うこ でき 。そして、 の目的を達成す ために、社会保障番号が合理的な手段であることもまた明らかである。本件で問題に 貧窮家庭へ 援助は、政府プログラムの中でも最も規模 大 な予算が費やされ 。社会保障番号は、識別番号 して、 のプログラムの中で普遍的 用いられ
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ている。例えば、過去の欺瞞から食糧切符をもらえないよう、過去の記録を保存するために用いられる。また、コンピューターのマッチング機能をはたらかせ、欺瞞的な申請者 探し出すことができる（
see id. at 709-10 ） 。多元的な社会において多様な信仰が
あり、また、政府にそれが機能できるように十分な領域があたえられる必要性があることを前提とすると、付随的で中立的な制約が信教の自由行使に及んでいくことは避けられ い。立法政策として、利益付与 一般的中立的システムに宗教を受容することも可能であるかもしれないが、裁判所は立法の賢明さではなく、憲法上の限界点を問題にするのである。本件 お て、議会が原告に対して特別の適用除外を認めなかっ 信教の自由条項に違反 ない（
see id. at 712 ） 。
　　
以上のように、ボーエン事件（一九八六年）の多数意見は先例にもとづき信仰への中立・付随的規制は修正一条に違反しないと
するが、これに真っ向から反対するの オコナー裁判官である。多数意見は、そのルール 正当な公共 利益 促進する合理的な手段である とを政府が示している らば 文面上中 的 、一様 適用されるとする要件は支持されるとしてい しかし、このような基準は先例 根拠をもたな 。むしろ 長期にわたる判例は、格別に重要な利益を、狭く定めた手段によって追求されない限りは、正当な宗教活動は受容され け ばなら い、としてきた（
see id. at 727 ） 。福祉的利益を享受する見返りに、社会
保障番号を提供させ こと 宗教上の理由 ら反対す 、原告の娘をはじめとする一握りの者たちに、例外を認 ところで、福祉の利益をめぐる欺瞞に対応する政府の能力を減退させ ことにはならない（
see id. at 728 ） 。福祉利益の欺瞞を防止することは
明らかに「やむにやまれぬ」利益であるが、原告に番号提供の例外を認めない理由として 行政上 効率のみに言及 なされている（
see id. at 730 ） 。争われている利益が、正当な公共の利益を促進する合理的な手段であるかどうかについてのみ、最高裁は問
題としてきたわけでは 。多数意見が考えている は、適用除外を選び出すことの行政上 不便 の方が、個人 宗教活動への負担よりも重視されるべき、としているように思わ 。しかし、当裁判所は 宗教活動が相当程度 問題を提起してい りは、行政上の不便それだ 宗教活動への負担を正当化するの 十分であ とは考 てこ っ
see id. at 730-31 ） 。社会
保障番号を提供す ことに宗教上の理由から正当 反対し 者に 認めることが 福祉 を防止する やむにやまれぬ利益にとって害をなすことを政府は証明していない（
see id. at 732 ） 。
（
62）　
See H
obby, 134 S. C
t. at 2759. 労働者一人あたり毎日一〇〇ドル、全体で毎日一三〇万ドル、年間四億七五〇〇万ドルを負担
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しなければならない。もっとも、これらの制裁金の方が、保険料よりも安くつくとの指摘もあるが、これらは下級審でも、当裁判所の当事者によっても主張されていないし、保険料の支払いの方が、制裁金の支払いよりも高額になるということが明らかではおよそない（
see id. at 2776 ） 。
（
63）　
See id. at 2778.
（
64）　
See id. at 2780.
（
65）　
See id. at 2783-84.
（
66）　
See id. at 2790.
（
67）　
See id. at 2803. 信仰を理由とする一般的義務の免除に関し、これが第三者に不利益をもたらすという見地から消極的にとらえ
ようとする考え方がある。
U
nited States v. L
ee, 455 U
.S. 252 （
1981 ）においては、被用者の社会保険税の支払いを信仰を理由に拒
否する使用者、
T
oney &
 SusanA
lam
o F
oundation, 471 U
.S. 290 （
1985 ）では、被用者に対して信仰を理由として最低賃金の支払
いを拒否した使用者が、それぞれ問題になっている。更には、予防接種の拒否が信教の自由によって認められるか議論されてる。
See K
illm
ond, supra note 12, at 924-29.
（
68）　
ＲＬＵＩＡＰ制定に至る経緯についてはスミス対アレン事件（第一一巡回区・二〇〇七年） （
Sm
ith v. A
llen, 502 F
.3d 1255
（
2007 ） ）において、次のように説明されている。ＲＬＵＩＰＡは、政府による宗教活動の制限に最大限の保護を及ぼうそうとす
る、連邦議会の長期にわた 努力の成果である。最高裁は、宗教活動 影響を及ぼす、一般的に適用される法律 合憲性についてテストするために、 「やむにやまれぬ利益」テストを用いてきたが、スミス事件（一九九〇年）で最高裁は、宗教行為に付随的に影響するだけの、一般的に適用され 法律は 信教の自由条項に違反しな とした。この判決に連邦議会は反応し、ＲＦＲＡを成立させた。この法律は、スミス事件（一九九〇年）以前 「やむにやまれぬ利益」テスト 採り入れ、連邦と州の双方に適用されるとし、その根拠を修正一四条五項の執行条項においた。しかし、バーニィ事件 一九九七年）において この法律が州に適用される限りは 州に認められている権限を制約している された。 こで、連邦議会は ＲＦＲＡの範囲を絞り 合衆国憲法の「支出条項」に基づき、土地利用と施設収容者の宗教活動の保護について定める、ＲＬＵＩＰＡを成立させたのである（
see Sm
ith v. 
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A
llen, 502 F
.3d at 1265-66 ） 。なお、土地利用規制が宗教の自由に及ぼす影響を中心に、アメリカの判例を整理したものとして、
田近肇「宗教を目的とする土地の利用と信教の自由」大石眞・土井真一・毛利透
 編『各国憲法の差異と接点
: 初宿正典先生還暦
記念論文集』 （二〇一〇年、成文堂）五六三頁。
（
69）　
当然のことながら、行政実務は制定法律及び判決によって強く影響される。バーグによれば、ＲＦＲＡが制定されると、監獄
では、様々な宗教に対応する宗教食のメニューが定められ、バーニィ事件（一九九七年）以後は、こうしたルールを廃止し、再度、所長の裁量に委ねられるようになったという。
See B
erg, supra note 7, at 421.
（
70）　
See C
utter v. W
ilkinson, 544 U
.S. 709, 716 n. 2 （
2005 ）.
（
71）　
メイウェザース対ニューランド事件（第九巡回区控訴裁・二〇〇二年） （
M
ayw
eathers v. N
ew
land, 314 F
.3d 1062 （
2002 ） ）
において、支出条項の内容について次のように説明されて る すなわち、同条項は、連邦議会が、その政策目的を達成するために、連邦資金の受領の条件として、連邦の命ずるところを州等に遵守させることを認めている。しかし こ 権限も限界がないわけではなく、 くつかの要件がある。ドール事件（
South D
akota v. D
ole, 483 U
.S. 203 （
1987 ） ）が引用され、まずは、一般的な福
祉を追求するものでなければならないこと。次に、連邦資金を受領 ため 条件には曖昧さがなく、また、その連邦資金に基づく計画に参加した場合、いかなる結果を生じるかについて州に明確に伝え こと、三つめは、条件付きで連邦資金が支給される場合、具体的な国家のプロジェクトにおける連邦の利益と無関係であれば、不当となるこ 、第四に、他の憲法規定に抵触して無効となっていないこと である（
see M
ayw
eathers, 314 F
. 3d at 1067 ） ） 。
（
72）　
カーティブ対オレンジ郡事件（第九巡回区控訴裁・二〇一一年） （
K
hatib v. C
ounty of O
range, 639 F
.3d 898 （
2011 ） ）におい
て、ＲＵＬＩＡＰの適用対象 あ 施設の意味について次 よう 説明さ てい 。同法三条は施設
institution
に居住し、又は、
拘束されている者の宗教活動 、相当程度 負担を及ぼすことを問題とし るが、その施設 定義を、施設収容者公民権法を参照することとし、これによれば、拘置所、刑務所 他 矯正施設、公判前 身柄拘束施設 なってい 。オレンジ郡大陪審リポートによれば、裁判所施設は成人用の拘置所となって り、本件 裁判所 身柄拘束施設につ ては、一二時間 超え い範囲で裁判所への出頭を確保するため 身柄を 束することを専らの目的とし 利用される、裁判所の建物 中にあ 身柄確保の施設
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なっている。身柄拘束は、裁判所による判断がなされるまで、一時的にその身柄を管理下に置くことを意味するのが一般である。公判前の被身柄拘束者は、有罪・無罪の判断がなされる前に管理下に置かれている者のことである。本件の施設の主な目的は、裁判所の手続を待っている を一時的に拘束することであり、この者の中らは公判を待っている者も含まれる。
See id. at 902-03.
（
73）　
この規定が、政府の行為によって信教の自由を侵害された私人に、救済のためのいかなる訴訟原因を認めているかについて争
いがある。スミス対アレン事件（第一 巡回区控訴裁・二〇〇七年） （
Sm
ith v. A
llen, 502 F
.3d 1255 （
2007 ） ）は次のように述べて
いる。ＲＬＵＩＰＡは、囚人への救済として私 な訴訟原因を設定しているが、この中に損害賠償請求が含まれるかを明らかとしていない しかし、フランクリン事件（一九九二年） （
F
ranklin v. G
w
innett C
ounty P
ublic Schools, 503 U
.S. 60 （
1992 ） ）におい
て、最高裁は、議会が訴訟原因について沈黙しているだけで、これを否定する明確な意思を示さない限り、あらゆ 救済策の利用が可能であると考えられ とした。こ 考え方に照らすと、ＲＬＵＩＡＰも明示的にこ を退ける規定がなく むしろ、適切な救済を得ることができ と ているので、政府に違反があれば 原告 損害賠償請求権 認められるとした（
see Sm
ith, 502 F
.3d at 
1270-72 ） 。しかし、損害賠償請求権が認められるとして、実際にこれを行使する際には、免責特権、とりわけ州の主権免責の問題
が生じる。この点について、支出条項により、連邦議会はプログラム実施のための資金提供の条件として 州に、主権免責を放棄させることができるが、この放棄が明示されていない場合が問題で る。すなわち 支出条項に基づく法律は 連邦政府と連邦資金を受給してい 州と 間の契約と考えられ、州が任意で その内容を知った上でその条件を受け入れてい か 重要である 、私人からの訴訟に対して、州 主権免責を放棄することを契約の条件とするこ も許されるとしてい （
see id. at 1273 ） 。で
は、ＲＬＵＩＰＡの救済について、州の主権免責を放棄させるに十分に具体的な文言といえるか問題 な 。これ つい 巡回区控訴裁においては、見解が分かれ いるよう あ
（
74）　
ＲＬＵＩＰＡ自体は、何が相当程度の負担にあたるのか、示すところがない。そこで、多くの裁判所がこの点について明らか
にしようとしている。リックスによれば、信者に対し その行為を直接に強制して従わせ ような重大 圧力がはたらいてい こと、監獄規則が、効果的に真摯な信仰を実行し難いも し こと 政府により特定 宗教上のアイテムが禁止さ により、宗教活動に っ 単なる不便以上 をもたらし いる場合としてい
See R
icks, supra note 10, at 569-70.
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（75）　
See M
cfaul v. V
alenzuela, 684 F
.3d. 564, 576-77 （
2012 ）.
（
76）　
See C
utter v. W
ilkinson, 544 U
.S. 709, 717 n.4 （
2005 ）.
（
77）　
ＲＬＵＩＰＡにおいては、囚人の宗教活動を制約する規則が有効とされるためには、修正一条の場合よりも一層厳格な審査が
なされることを前提に、その立証責任のあり方について言及しているのが、マクファウル対バレンチラ事件（第五巡回区控訴裁・二〇一二年） （
M
cfaul v. V
alenzuela, 684 F
.3d. 564 （
2012 ） ）である。ＲＬＵＩＰＡの下で、まず、原告が、相当程度の負担を被っ
たことを証明しなければならないが、そのためには、その宗教上の信条に反する圧力が真に加えられていることを示さねばならない。すなわち、囚人が宗教上の信条に反して行動し、一般的な利益を享受するか、それとも信仰に従うか、についての選択を強いられている 示 ねばならない。この点についての証明がなされると、今度は、政府側が、政府の活動は やむにやまれぬ利益に基づき、規制は最小限度であることの証明を果たさなければなら い、 した（
see id. at 575-76 ） 。本件においては、宗教上
の教義 つい 原告が沈黙してい ので、宗教活動へ 負担が相当程度であることが示されていない（
see id. at 576 ） 。単に宗教
活動への制限を主張す だけでは、その被った負担が相当程度であると 証明 ない 、また 同様に 真摯な宗教上の信条に関連する何らかの要求を行っているだけでは、この点 なされ とはいえ い。相当程度の負担というためには、何 の不便以上のも 、例えば儀式に用いる一定の用具 所持が認められず、宗教活動の核心が全部否定されたと う場合である（
see 
id at 575-76 ） 。この相当程度の負担に関して、アブドルハシーブ対カルボン事件（二〇一〇年） （
A
bdulhaseeb v. C
albone, 600 
F
.3d 1301 （
2010 ） ）では、真摯な宗教上の信条によって禁じられている活動への参加を求めること、真摯な宗教上の信条によって
動機づけられた行為に参加すること 妨げられ こと、こ 二つに関して相当程度の圧力がかけら て ること、た えばホブソンの選択（提供されたも から選択 みで、実際にはえり好み き い ）を迫ることである している（
see id. at 
1317 ） 。また、食事の面で、経済的な負担が増していること、そのこと自体では相当程度の負担とはいえないとしたのが、パーテ
ル対合衆国刑務所局事件（第九巡回区控訴裁・二〇〇八年） （
P
atel v. U
nited States B
ureau of P
risons, 515 F
. 3d 807 （
2008 ） ）で
ある。合衆国刑務所局では、囚人の宗教上の理由からする食事の要望にこたえるために 上 指導者と相談 、刑務所内の三一の宗教団体からの要望すべてを、コストが許 限り認めようと るプランを設定した。まず、メイン・ライン コモン・フェ
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アの二つのコースが提供され、前者にはホット・バーがあり、ここから自分で肉なしのベジタリアンを選ぶことができる。後者の料理はコッシャーであり、これを選択すると からは選ぶ とはできず、サラダ・バーから補充するか、又は、売店から購入することになる。原告は、宗教が命ず 食事ができないとして ＲＬＵＩＰＡ等の侵害があるとして訴えを提起したが 規則によって、信仰の実践のために経済的な負担が増大しても、そのことだけでは相当程度の負担には当らないとするのが先例の考え方であるとして、請求は棄却された。更に、囚人の長髪は、たとえ真摯な信仰に基づくとしても、物品の違法な持ち込みや逃亡の助けになるとし これを禁止しても合憲とさ ること 多いよう あるが、この点 ついて宗教間で差別するこ は許されないとしたのがグレイソン対シュラー事件（第七巡回区控訴裁・二〇一二年） （
G
rayson v. Schuler, 666 F
.3d 450 （
2012 ） ）である。イ
リノイ州 囚人は、保安上の問題 生じ い限り、自分の髪を望む さにすることは認められていたが、原告 ドレッドロックは切るように命じられた。Ａ宗派は の髪型を認められているが、原告はＡで なくＢ宗派であり、この宗派におい は宗教上レッドロック すること 求め れ いないからと説明された。確かに、真摯な信仰からの長髪に 禁止の例外を認めることがある。しかし、Ａ宗派に認めて Ｂ に認めないというのは理由がない。異端者も 教の自由を有 信仰 、真摯なも であることによって修正一条によって保護されるが 正統派の宗教 る必要は い した（
see id. at 453-54 ） 。この点については、
最高裁においても支持されてい との指摘があ 。
See R
icks, supra note 10, at 548. なお、信仰が真摯なものであるかどうかの認
定を行うことは重要であ が、知られていない、不人気な宗教を信仰してい 場合 は 信 不利益な判断 なされうると 指摘がある。
See L
ipu, supra note 14, at 954. 更に、州は、憲法上、信仰を理由とする義務の免除を認める必要はないが、いったん
そうした免除を認めたならば、宗教間で不公平な取扱 をす こと 許され と る
See K
illm
ond, supra note 12, at 934.
（
78）　
一般に、裁判所は監獄職員の判断を見直すことに消極的であるが、このことは、厳格審査を求めるＲＡＲＦ及びＲＬＵＩＰＡ
が適用される場合においても変わりなく、いず の法律が適用された場合にも、被告が勝訴する場合 多いとの指摘がある。
See 
R
icks, supra note 10, at 581.
（
79）　
日本の最高裁が、在監者の人権についてどのように考えているか、確認しておく。この問題のリーデングケースとして、最大
判昭和四五年九月一六日民集二四巻一〇号一四一〇頁を挙げることができる この事件は 未決 在監者の喫煙の自由 規制する
信教の自由への規制と審査基準〔宮原　均〕
（72）341
旧監獄法施行規則「在監者ニハ…煙草ヲ用ウルコトヲ許サス」は、憲法一三条に違反しないとされた事件である。まず、未決在監者の身体拘束の目的が、逃亡・罪証隠滅の防止にあり、刑事訴訟法に根拠を有する適法なものであることを確認す 次に このことにより、単に身体の自由のみならず、そ 他の自由に対しても、合理的制限を加えること やむを得ないとしてい その理由は「多数 被拘禁者を収容し これを集団として管理する あたり、その秩序を維持し、正常 状態を保持するよう配慮する必要がある」からである。そこで、問題になるのは いかなる への、どのような制約が合理的であり、この点を裁判所はいかにして判断していくかということである。これについて最高裁は①「制限 必要性の程度」 、②「制限される基本的人権の内容」 、③「具体的制限の態様」を較量して決せられるとしている。本件では、①は「火災発生のおそれ」及び「通謀のおそれ」をあげ、②は喫煙の自由は「憲法一三条 保障する基本 人権 一に含まれるとしても、あらゆる時 所 おいて保障されなければならないものではない」とし、③については「喫煙の禁止は、相当の精神的苦痛を感ぜしめるに …人体に直接障害を与え」ない、した上で、これらを「総合考察すると…喫煙 止という程度 自由 制限は、必要かつ合理的」であるとしている。この最高裁考え方は、まず、喫煙の自由の性質について、これが憲法上保障さ て るか 別として 一定の場合に制約されう ことを前提にし、その行為が火災発生 おそれ等をもた すことを強調す こと よって、制限 性が ることを指摘する。次に、制約の程度について 喫煙が全面的に禁止されて ることを検討するよりも、在監者の自由全体において喫煙の自由を位置付け、れを禁止しても制約の程度 はだしいものではな としている。このように、最高裁は、 「目的」 やむにやまれぬ政府利益を促進するものであるかかどうか 及び「目的」達成の めに より制限的でない「手段」が可能であ を問う 厳格な審査方法を用いていない。 かし、あえて審査基準 あてはめて考察すると、 「火災の防止」という「目的」は「やむに まれぬ政府利益」にあたり、喫煙禁止という「手段」 目的達成 「 理的 関連」 える。しかし、喫煙の 面禁止 、憲法で保障される「自由」に「相当程度の負担」を及ぼし、そ 制約 「他 、より制限的でな 手段 も達成 き ついては問うところがない。すなわち「監獄の現在の施設およ 管理態勢」 前提 、 の全面規制は必要 合理 であると 喫煙室等の設置がないことを「より制限的でない という観点から問題視して な 。 事件 憲法上の根拠が必ず も明確でない、喫煙の自由 問題になって た特殊 事件であったかも れない。しかし最高裁は、新聞紙 閲読 という 思想
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の自由や表現の自由から派生する自由への制約が問題になった事件においても、この最大判昭和四五年の考え方を踏襲している。最大判昭和五八年六月二二日民集三七巻五号七九三頁は「よど号ハイジャック記事抹消事件」と呼ばれ、未決在監者が自身で購入した新聞紙等への検閲・新聞記事の抹消が問題になっている。最高裁は、まず、未決の在監者が身体の拘束を受け、同時に、その他の自由にも制約が及びうることについて前記・最大判昭和四五年をほぼその ま引用する。そ 上で、新聞紙等の閲読の自由が思想の自由・表現 「派生原理」とし 導かれるとしつつも、これらへの「制限が絶対に許されないも とすることはできず、それぞれの場面において、これに優越する公共の利益のための必要性から、一定 合理的制限を受けることがあることもやむをえない」とする。何が、合理的制限にあたる については、監獄内 「規律及び秩序が害される一般的 抽象的なおそれ」が存在するだけでは足りず、 「監獄内の規律及び秩序の維持上放置するこ できない程度の障害が生 相当 蓋然性」が存在し、制限の程度として許容さ るのは「障害発生の防止のため 必要かつ合理的 範囲」としている。ポイントとな のは、在監者「閲読の自由」も「原則として一般市民としての自由」として保障されるため、その制約のためには「監獄内の規律及び秩序の維持…の目的を達 ために真に必要と認められる限度」としている。この事件が前記・最大判昭和四五年と異なる点は、規律・秩序への障害のおそれを「一般的・抽象的」で なく「相当 蓋然性」が存在することを必要とし、 「障害」についても「放置することのできない程度の障害」 たこ であ 。こうした考え方の違いは、 「喫煙」と「閲読」 自由の憲法上の位置づけの違いからもたらされて るように思われるが、更に、 「放置すること できない程度の相当の蓋然性」について 、 「被拘禁者の性向行状、監獄内 管理、保安の状況、当該新聞紙の内容その他の具体的状況」 基づ て判断され とする。 高裁 、在監者「閲読の自由」を制限するためには、 「相当の蓋然性」と「真に必要性」を「具体的な事情」から判断するとし、この点 ついての判断には所長の裁量を認めている。すなわち 監獄内の実情に通暁し 直接そ 衝 監獄 長による個個 場合の具体的状況のもと おける裁量的判断にまつ」必要があるとして る。そ 結果、裁 所は 所長 判断 合理的根拠 あ かどうか を審査するこ なる。つまり「障害発生 相当 蓋然性があるとした長 定 な根拠があり そ 防止のため 当該制限措置が必要であるとした判断に合理性が認められるか」 判断す であ したがって、表現 自由が問題となってい もかかわらず、 「閲読の自由」制限 目 が、やむにやまれぬ政府利益を追求するも ある かどうか、及び、用いられ 制限方法
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よりも制限的でない手段によって同じ目的を達成することが可能であるかどうかを問題とする厳格審査は用いられていないといえよう。なお、 「閲読」に関連するものとして、監獄法上の行刑及び未決拘禁に関する通達等にもとづき、閲読請求を不許可とした処分が「刑務所長の合理的な裁量の範囲内」 された事件がある。最二判昭和五五年一二月一九日訟務月報二七巻三号五五二頁は、本件の通達等が「監獄法令を適用、実施するにあたっての職務上の指示ないし指針であって、収容者の目に触れること 前提として作成されたものではない」ことを強調してい 。ただ、こ 事件では、被告人らは連帯意識が強く、職員に対して反抗的であり、 「通達等」の閲読により 共同して規律違反行為に出ることが容易に予想された」という個別的な事情があったことが重要である。 「閲読」の対象としては、信書も問題になる。監獄法施行規則一三〇条は、在監者の発受する信書は所長 検閲するものとしてい ので、憲法二一条二項との関係が問題 なる。最二判平成一五年九月五日判例タイムズ一一四六号二一八頁では、一般人の信書と弁護士 の信書が区別されず、後者においては特 憲法三四条・三七条及び刑訴法三九条を侵害 との主張がなされたが、最高裁は前記・最大判昭和四五年、前記・最大判昭和五八年及び最判平成一一年 月二四日民集五三巻二号五一四頁引用するだけで違憲の主張を退けている。しかし、五名中二名の裁判官 反対意見に回り、憲法三四条「弁護人依頼権」に由来する刑訴法三九条一項等 「立会人なくして弁護人と接見する権利」 観点から、信書の検閲を批判し いる。信書の中に、その内容が、逃亡、罪証隠滅に関わる場合も るが「具体的危険性がうかがわれる等の特 事情がないにもかかわらず、一般的、抽象的なおそれがあるというだけで一律に信書を検閲す ことは障害防止 ため 必要 つ合理的制限の範囲を超えるもの」 している。
（
80）　
宗教上の集会には、無神論を論じるものも含まれる。カウフマン対マッカートリ事件（二〇〇〇年） （
K
aufm
an v. 
M
ccaughtry, 419 F
.3d. 678 （
2004 ） ）において、原告は、刑務所内で、無神論に関するグループ討論・研究会の開催が認められな
かったので、宗教活動の自由を侵害されたと主張した。被告は、こ 要求は宗教上 信条に動機づけられたものではな と考えたが、神が満たしている場所と並行して存在している場所を占め 究極 問題を扱うと は、そ 者 宗教 表してい 。無神論 宗教であり得ることは、既に当裁判所が示してきたところである（
see id. at 681-82 ） 。更に、最高裁も、宗教に広範な定義
を与え、これに無神論も含めている（
see T
orcaso v. W
atkins, 367 U
.S. 488, 495 （
1961 ） ） 。しかし、本件においては信教の自由へ
の侵害は存在しない。原告は 無神論の研究・討論会への参加に、相当程度 負担を被ってい ことを証明し ければな ない
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が、これを果たしていない。原告は、所有する文献に基づいて無神論を研究することは許されており、他の無神論の囚人とインフォーマルに議論し、無神論グループのメンバーと連絡を取ることが認められているからである（
see K
aufm
an, 419 F
. 2d at 
684 ） 。
（
81）　
See O
Lʼ
one v. E
state of Shabazz, 482 U
.S. 342, 348-49 （
1987 ）.
（
82）　
See id. at 348-49.
（
83）　
See id. at 350.
（
84）　
See id. at 350-51.
（
85）　
See id. at 350-51.
（
86）　
See id. at 354. 
（
87）　
See id. at 356.
（
88）　
See id. at 359.
（
89）　
See id. at 360.
（
90）　
See id. at 362.
（
91）　
この考え方は、校門をくぐった瞬間に、生徒等は表現の自由を放棄させられているわけではないとする、ティンカー事件
（一九六九年） （
T
inker v. D
es M
oines Independent C
om
m
unity School D
ist., 393 U
.S. 503 （
1969 ） ）の考え方が参考にされている
と思われる。この点に関しては、拙稿「生徒の学校内・外における表現規制―アメリカにおける判例法理の展開―」東洋法学五七巻一号一頁（二〇一三年） 。リックスも、監獄の壁は憲法にとってのバリアではない。囚人は、信仰の実践について憲法上何らかの保護を受ける権利が認められ、監獄の状況においてすら、違憲の政府行為は受け入れられないとしている。
See R
icks, supra note 
10, at 543.
（
92）　
もっとも、多数意見の「合理的関連性」の基準は、 「目的」と「手段」との間に論理的関連性がありさえすれば合憲というも
のではなく、 「目的」達成のために一定の宗教活動が規制されても、なお、他 宗教活動を行なう余地が残されて かどうかを
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も問題としている。本件では、刑務作業の時間を除けば、祈りや討論のために集会することへの制限はなく、州から派遣される導師の刑務所への出入りは自由 ある。豚肉が食事のメニューにある場合には、別のものが提供され、一カ月に及ぶ断食と祈りのラマダンには、毎朝四時の起床で朝食、八時半の夕 が提供される等、特別の配慮がなされてい 。こ らの他の手段があるので、ジュ への制限は合理的であ 、としてい （
see O
lʼone, 482 U
.S. at 351-52 ） 。この指摘は、 「手段」が「目的」に合理的に関連
しているかのみならず、 「手段」が宗教に及ぼす影響の程度や強度も考慮しているといえよう。
（
93）　
この事件では、在監者の婚姻の自由を制約する規則の合憲性も問題になっていた。すなわち、婚姻は「やむにやまれぬ」理由
がある場合にのみ認められ、妊娠 非嫡出子の出生がこれにあたるとされていたが 最高裁によりこの規制は違憲と た。どような状況の下で婚姻が許さ るかについ 規制を行うことは許され が、これをほぼ全面的に禁止することは、正当な刑罰目的の達成に合理的に関連していないとされた（
see T
urner v. Safley, 482 U
.S. 78, 96-97 （
1987 ））。
（
94）　
See id. at 84-85.
（
95）　
See id. at 87.
（
96）　
See id. at 89.
（
97）　
See id. at 89.
（
98）　
まず、①
 監獄規則と正当な政府利益との間に、正当な合理的な関連性があること。規則と目的との間の関連性が論理的に非
常に希薄（遠く）で、その政策が恣意的、又は、不合理である場合 は支持されない。政府の目的は正当で中立的でなければならない。次に、②
 囚人に権利行使のための別の手段が依然として残されていること。更に、③
 主張されている憲法上の権利を囚人
に許容してしまうと、刑務官 他 囚人、及び、施設の予算配分に影響が及ぶこと。その権利行使を許容するこ によって、他の囚人や職員に深刻な波及効果を及ぼすならば 裁判所は職員の判断に敬譲を払わなければならない。最後に ④
 代替手段が即座
に用意されないということは その規則が合理的であること 証拠である。簡単に代替手段が見つかること 規則が合理的ではなく、監獄が抱えて る問題に誇張した反応を示していることの証拠 あ 。しかし この は「最も制限的でない手段」テストとは異なる。職員は、憲法上の主張を許容するために考えられる ありと らゆる代替手段を確立し、及び否定する必要はない
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（see id. at 89-91 ） 。しかし、この合理的関連性の基準を用いることについては、四名の裁判官が反対していることに注目すべきで
ある。所長が保安上の問題があると想像しさえすれば囚人の憲法上の権利を無視することが可能になってしまうからである。
See 
id. at 100-01 （スチーブンス裁判官の一部同意、一部反対意見（ブレナン、マーシャル、ブラックマン各裁判官が加わる）
）
（
99）　
日本において、幼年者の面会を原則禁止とする監獄法施行規則が、監獄法の委任の範囲を逸脱したとして違法とされた事件が
ある（最三判平成三年七月九日民集四五巻六号一〇四九頁） 。
（
100）　
See O
verton v. B
azzetta, 539 U
.S. 126, 131-32 （
2003 ）.
（
101）　
See id. at 133.
（
102）　
See id. at 135.
（
103）　
See id. at 135.
（
104）　
See id. at 132.
（
105）　
See Jones v. N
orth C
arolina P
risoner
sʼ L
abor U
nion, IN
C
., 433 U
.S. 119, 125-26 （
1977 ）.
（
106）　
See id. at 126-27.
（
107）　
See id. at 128.
（
108）　
See id. at 132.
（
109）　
See id. at 139-40.
（
110）　
See id. at 141.
（
111）　
See id. at 145-46.
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